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はじめに 

皆さんは、近年話題となっている「リスキリング」という言葉を耳にしたことはあるでし

ょうか。 

 

広島県は、リスキリングを「外部環境の変化（DX等）による新たな業務需要の拡大と減少

に対応して、企業等の経営戦略や人材戦略のもと、企業の主導によって、従業員が今後の

新たな業務などで必要となる知識やスキルを習得し、活用（業務を創造・高度化）するこ

と」と定義しています。 

 

人手不足や採用難といった厳しい状況は、これからも続くことが予想されます。そうした

状況では、新たに人材を採用するよりも、現在企業にいる従業員に知識・スキルの習得を

促す方が、計画的に求める人材を獲得（育成）できると期待されます。リスキリングの実

施は、DX等への対応、働きがい向上、人材の確保等を通じて企業の持続的な成長につなが

ります。 

 

本ガイドラインを読まれる企業の中には、これまでも従業員の能力開発を実施してきた企

業は多いと思います。 

しかし、従来の能力開発に比べてリスキリングには、「経営戦略等の実現（経営課題の解

決）のために実施すること」、「業務に活かすことを前提としていること」、「評価・処遇に

反映される仕組みが整備されていること」が明確である点など、様々な違いがあります。 

 

本ガイドラインでは、リスキリング実施の際に必要となる雇用管理制度や、特に DXスキル

に着目してリスキリングを実施する際のポイントを解説しています。 

 

まずは企業の経営層の皆様に本ガイドラインをお読みいただき、リスキリングの重要性を

理解し、経営戦略等を実現するためのリスキリングの方針決定、制度の整備及びリスキリ

ングに前向きな企業文化づくりを主導していただきたいと思います。 

また、人事労務や事業部門の責任者等の皆様にも本ガイドラインをお読みいただき、具体

的な制度や取組を検討・実施する際の参考としていただければと思います。 
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【最初にご覧ください】ガイドラインの読み方 

 

このガイドラインは、リスキリングの基本的な考え方やリスキリングの目的、効果などを解

説した第 1章～第 3章、企業の DX進展段階と各段階において求められるスキルを解説した

第 4章、社内でリスキリングを実施する際に必要となる取組の手順とその内容をまとめた第

5章、DX やリスキリングへの取組事例をまとめた第 6章で構成されています。 

 

企業の皆様の知りたい情報に応じて、読み方を変えることも可能です。例えば、リスキリン

グとは何か、なぜリスキリングが必要性なのか、ということから知りたい場合は、第 1章～

第 3章を先ずご覧ください。一方、リスキリングの取組方法を知りたい場合は、第 5章のリ

スキリングへの取組手順（P21 以降）を確認した上で、企業の状況に応じて、特に知りたい

取組（P43 以降）をご覧いただくことができます。 

以下に皆様の知りたい情報やお悩みの例に関して、参考になる情報を掲載した箇所を示して

います。 

企業の状況や知りたい情報に合わせて、ご覧いただくことをお勧めします。 

 

 

  



5 

 

 



6 

 

1． 社会経済環境の変化とリスキリングの必要性 

1.1 広島県の産業界が直面する「社会経済環境の変化」と企業に求められる対応 

 DX（デジタル・トランスフォーメーション）1の急速な展開など、社会環境変化に伴

い、産業構造も変化しつつあります。産業構造の変化は、市場の変化を生み、産業界

は事業構造の変化を迫られることとなります。 

 企業には、環境変化に対応するべく、成長分野・新規事業への転換やデジタル技術の

活用等による既存分野の生産性の向上など、経営戦略の再構築が求められます。さら

に、経営戦略の実現、事業構造の転換には、それを実行するスキルを持った人材の確

保が必要となります。 

 つまり、ものづくりを中心として発展してきた広島県の企業には、経営戦略の再構築

とともに、経営戦略と連動した人材戦略の立案と実行により、持続的な成長を目指す

ことが求められているのです。 

 

図表 1-1 社会経済環境変化と経営戦略・人材戦略の連動（イメージ） 

 

 

1.2 「リスキリング」の必要性 

 企業は、付加価値や生産性の向上に向けて、経営戦略と人材戦略を連動させ、事業構

造の転換を図るうえで、必要となる人材をどのように確保すればよいのでしょうか。 

 大きな方向性として企業がとり得る選択肢は大きく 2 つあります。 

 1 つは、必要とされる新たな知識・スキルを持つ人材の「採用」への注力 

 もう 1 つは、現在の従業員の知識・スキルを発展させる「リスキリング」2 

 多くの企業が「人手不足」に直面しており、採用に力を入れているものの、必要とな

る人材を質・量ともに充足できている企業は少数にとどまっています。 

                                                        
1 DX（デジタル・トランスフォーメーション）：企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジ

タル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、

業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 

2 広島県で進めるリスキリングの定義については、9 ページを参照。 
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 特に、今後は DX の急速な進展により、各企業内で DX スキルを持つ専門人材が不足

し、そうしたスキルを持たない事務職・生産職等が余剰となる可能性があります。一

方、DX スキルを持つ専門人材の獲得競争はますます激しくなっています。さらに、

生産年齢人口も減少を続けており、経営戦略を実行する上で必要な人材を外部から採

用することは難しくなっています。 

 こうした現状においては、外部人材の採用は容易ではありません。そこで「リスキリ

ング」が重要となってくるのです。 

 

図表 1-2 生産年齢人口・労働力人口・就業人口の推移（広島県） 

  

出所）総務省統計局「労働力調査結果」、広島県ホームページ「1.人口、世帯数、面積、

人口密度、年齢３区分別人口、平均年齢等の推移（大正９年～令和２年）」を基に作成 

 

 経営戦略・人材戦略のもと、従業員が DX 等の新たな業務などで必要となる知識・ス

キルを習得するよう企業が主導し、①タスク（課業）の高度化、②成長分野・新規事

業への配置・職種転換を行っていくことで、企業は従業員の生産性を向上させつつ、

成長分野・新規事業等で不足する人材を確保することができます。あわせて、③企業

の枠を超える労働移動のうち、出向、副業・兼業等の活用も、従業員の生産性の向上

や、成長分野・新規事業等で不足する人材の確保に有効です。 

 従業員にとっても、タスク（課業）の高度化や、成長分野・新規事業への配置・職種

転換、出向等を通じた新たな知識・スキルの習得は、高付加価値な職務へとタスク

（課業）をシフトさせます。その結果、自身の付加価値が高まり、今後のキャリア形

成につながることが期待できます。 
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※ タスク（課業）とは、ある目的を果たすために行われる、まとまった作業を指しま

す。 

 

図表 1-3 労働移動の 3 類型 

 

 

 

図表 1-4 リスキリングによる従業員の変化のイメージ 
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2． リスキリングの基本的な考え方 

2.1 「リスキリング」とは 

 本ガイドラインでは、リスキリングを「外部環境の変化（DX 等）による新たな業務

需要の拡大と減少に対応して、企業等の経営戦略や人材戦略のもと、企業の主導によ

って、従業員が今後の新たな業務などで必要となる知識やスキルを習得し、活用（業

務を創造・高度化）すること」と定義します。 

 

図表 2-1 リスキリングのポイントと各主体の関係性 

 

  



10 

 

2.2 学び直しや能力開発とリスキリングとの違い 

 リスキリングは、従来から各従業員が主体的に実施してきた学び直しや、企業が実施

してきた従業員の能力開発とは異なることに、注意が必要です。 

 これまでの学び直しや能力開発は、従業員自らが身に付けたい能力や、主に既存の事

業を進めるための能力を習得するものでした。一方リスキリングは、「事業環境の変

化を踏まえ、自社の経営戦略等の実現（経営課題の解決）に必要な能力」を習得する

ために実施することが明確である点に、特徴があります。 

 リスキリングにあたっては、これまで各社が整備してきた能力開発制度（ハード）の

多くを継続して活用できる可能性が高いです。ただ、それらを経営戦略等の実現につ

なげるためには、目的や運用方法（ソフト）の見直しや、これまでの職務やスキルに

とらわれない、リスキリングに前向きな企業文化の醸成（ハート）も重要です。 

 

図表 2-2 学び直しや能力開発とリスキリングとの違い 

 

2.3 リスキリング実施後の変化 

 リスキリングの大きな特徴は、「知識やスキルの習得」にとどまらず、「習得した知識

やスキルを業務に活かす」ことが前提となっている点です。それにより、①タスク

（課業）の高度化、②成長分野・新規事業への配置・職種転換を進めていくことが可

能となります。 

 特に①のタスク（課業）の高度化については、必ずしも職業や職務の変更を意味する

ものではありません。例えば、現在の職業・職務についたまま、定型的なタスク（課

業）は電子化・自動化して効率的に実施することで、創造的なタスク（課業）をより

多く実施するといったように、タスク（課業）の高付加価値化を図ることも、リスキ

リングの望ましい成果の 1 つです。 
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※ 職業は職務によって構成されます。 

職務とは、ひとりの人がある目的を果たすために行われる、まとまった作業＝タス

ク（課業）の集合です。 

  

 

図表 2-3 タスク（課業）の高度化の例 
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3． リスキリングの目的・効果 

3.1 リスキリングの目的 

 企業の経営戦略の実現等に必要となる知識・スキルを持った人材を育成することで、

DX をはじめとする社会環境の変化に対応した成長分野・新規事業への転換や、タス

クの高度化が可能となります。これにより、付加価値や生産性を向上させ、企業の持

続的な成長を実現することがリスキリングの目的です。 

3.2 リスキリングの実施により企業が期待できる効果 

 リスキリングの実施により企業が期待できる効果としては、①DX の進展、②働きが

いの向上、③人材確保が挙げられます。 

 ①DX の進展…従業員の DX スキルの計画的な育成、業務への活用により、製品

やビジネスモデルの変革、新たな業務需要への対応、業務プロセスや企業文化の

変革が進みます。 

 ②働きがい向上…リスキリングによる成長の環境を整え、従業員の自己実現を支

援することは、従業員の働きがい（エンゲージメント3、ウェルビーイング4等）

の向上につながります。また、労働寿命が延びる中でリスキリングに取り組むこ

とは、従業員が働きがいをもって働き続けることにつながります。企業にとって

も生産性が向上するため、従業員と企業の双方にメリットがあります。 

 ③人材確保…従業員が知識やスキルを習得することにより、業務が効率化して生

産性が向上し、労働力人口の減少等に伴う人手不足や採用難に対応できます。ま

た、リスキリングにより従業員の成長・自己実現を支援することにより、優秀な

人材の定着や獲得競争において優位性が高まります。 

 このようにリスキリングによって従業員の知識・スキルが向上すると、DX の進展等

により企業の生産性が向上します。それが賃金の上昇など従業員の処遇の向上につな

がり、従業員の働きがいが向上します。それがさらに生産性の向上につながるという

好循環が生まれるのです。 

 また、人材確保をめぐる企業間の競争が激化する中、こうした企業と従業員の成長の

好循環により、企業の競争力の強化が図られます。 

 

 

                                                        
3 エンゲージメント：働き手にとって、組織目標の達成と自らの成長の方向が一致し、仕事へのやりがい・

働きがいを感じる中で、組織や仕事に主体的に貢献する意欲や姿勢を示す概念。 

4 ウェルビーイング：個人の権利や自己実現が保障され、身体的、精神的、社会的に良好な状態にあること

を意味する概念。近年では、「幸福度」や「満足度」など、働き方の尺度の一つとして使われることが多

い。 



13 

 

図表 3-1 リスキリングに取り組むことで期待できる効果 

 

 

 県内実態調査では、リスキリングの実施による経営上の効果として、多くの企業が

「業務効率化による生産性の向上」や「働きがいの向上」を挙げました。 

 

図表 3-2 従業員のリスキリングを進めることで得られた効果、 

期待される効果（経営上のメリット） 

 

出所）広島県「社会・経済環境の変化を踏まえたリスキリング等に関する県内実態調査」 

（令和４年度実施） 

 

 さらに、リスキリングを実施している企業に対して実施目的をヒアリングすると、

「働きがい向上」や「企業利益の向上」が目的だという声が寄せられました。 

 

 このように、リスキリングの実施は、DX への対応など市場環境の変化を乗り越える

成長力の獲得や、働きがい（エンゲージメント、ウェルビーイング等）の向上、人材

企業の声：株式会社八天堂（広島県三原市、食料品製造・販売業、101～300 人） 

自社の強みとなる能力を特定し、そのスキルの幅を広げるために、核となる従業

員にリスキリングを実施しました。その結果、新しい価値観や発想が生まれ、イ

ノベーションの創出にもつながりました。また、成長した従業員ほど自社をやめ

ないという実感もあります。 
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確保等、変化の激しい時代の経営戦略等の実現と持続的な成長実現に向けて、企業に

とって必要不可欠な取組と言えます。 
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4． DX 進展の全体像とスキルの整理 

 この章では、DX という観点からリスキリングを実施するにあたって、どのようなス

キル5が必要になるのか、整理しました。特に、まだあまり DX に着手していない企

業が、リスキリングを実施する際に参考としていただけるように、4.2.1 では DX の

初期においてすべての人材に求められるスキルを中心に記載しました6。 

4.1 DX 進展の全体像 

 まずは、企業において DX に関するリスキリングを実施するにあたって、自社は現在

どの程度 DX が進んでいるのか、状況を把握しましょう。 

 DX の進展段階として、未着手、導入、運用、応用の段階があり、それぞれの段階に

合わせたリスキリングが必要となります。 

 未着手…DX に着手できていない。紙の使用や対面での業務遂行を主とする。 

 導入…DX に着手し、データのデジタル化等ビジネス改革の基盤を整備してい

る。紙情報のデジタル化は実施しているが、生産・サービスの変化や、デジタル

化のメリットを十分享受するまでには至っていない。 

 運用…生産・サービス提供のプロセスに変化が生じ、DX が利益構造に大きく寄

与している。デジタル化したデータを元に、仕事の進め方等に変化があり、デジ

タル化のメリットを享受し始めている。 

 応用…ビジネスにおける価値構造そのものに変化が起き、複数事業者での相乗効

果も発生している。データを用いて他社と新たなサービスを提供するなど、デジ

タル化による大きなメリットを享受している。 

                                                        

5 スキルの範囲は非常に広汎にわたりますが、この章では英語力やロジカルシンキングとい

ったスキルは対象外とし、できるだけ DX に直接関係するスキルに焦点を絞って整理をして

います。 

6 必要とされるスキルは技術進展等に伴い、随時変化します。本ガイドライン記載のスキル

以外にも、新しい技術（例えば ChatGPT のような生成系 AI 等）の登場に伴う業務の進め方

や自社の事業への影響にも目を配り、必要とされるスキルを身に付けていきましょう。 
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図表 4-1 DX の進展段階 

 

 DX の進展段階は部署・部門により異なることも多く、各部門における DX の進展状

況を具体的に把握する必要があります。 

 本ガイドラインでは、どの企業でも共通する①経営管理部門と②事業部門（②-1：製

造業、②-2：非製造業）のそれぞれについて、未着手、導入、運用、応用でどのよう

な状況にあるのか、整理しました。（図表 4-2。詳細は附属資料１をご参照くださ

い） 

 例えば、人事部門の導入段階ではソフトウェアの利用により、採用時の履歴書や

エントリーシートのペーパーレス化や、過去の応募者の一覧化等が可能となりま

す。すると、面接時における面接官のための履歴書のコピーは不要になり、メー

ルでのやりとりなく面接日程はソフトウェア上にて短時間で調整できるようにな

ります。過去の応募者との比較等も容易になります。勤怠情報をデジタル化する

ことで、労働時間超過のアラート発出等を自動化し、管理コストを減少させるこ

とも可能です。 

 人事部門の運用段階ではさらに、社内の部署ごと・年次ごとに満足度を把握した

り、不足するスキルを可視化したり、採用システムとの相互連携により社内に不

足するスキルの人材に対してスカウトメールを出したりすることができます。 

 各部門における現状の DX の進展段階を把握したら、次にどのようなことが可能とな

るのか、事業戦略上いずれを重視するのか、そのためにどのようなスキルが必要なの

かを明らかにしましょう。 

 

DXに着手できていない

DXに着手しデータの
デジタル化等ビジネス
改革の基盤を整備

生産・サービス提供のプロ
セスに変化が生じ、DXが
利益構造に大きく寄与

ビジネスにおける価値構
造そのものに変化が起き
複数事業者での相乗効果
も発生

未着手

※各段階の具体的なイメージは次頁の通り

導入

運用

応用
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図表 4-2 部門別の DX 進展段階 

 

  

デジタル成熟度

分類・定義

未着手 導入 運用 応用

DXに着手できていな
い

DXに着手しデータのデジタ
ル化等

ビジネス改革の基盤を整備

生産・サービス提供のプロセ
スに変化が生じ、DXが利益

構造に大きく寄与

ビジネスにおける価値構造
そのものに変化が起き複数
事業者での相乗効果も発生

組織機能・部門 人材
アナログ、紙でのやり取

り
アナログからデジタルへの

移行
デジタルデータを利用した
ビジネスプロセスの変革

デジタルネットワークを活用
した

顧客価値・体験の新規創造

戦
略

経営・取締役
会
経営企画

経営人材

管
理

経理・財務 事務系

人事 事務系

法務・総務 事務系

広報・IR 事務系

リスクマネジ
メント・セキュ
リティ

事務系/
技術系

情報システム 技術系

注：各セルでは、「知識・スキル習得の目的 手段」を掲載している。

詳細は参考資料参照

従業員のスキルや強みなどの可視化
による戦略人事、従業員のワークエン
ゲージメント向上
 労務管理（勤怠、健康管理、給与、社
会保険、福利厚生等）のデジタル化・
統合化、人的資本管理（タレントマネ
ジメント）のデジタル化、採用管理シ
ステムの相互連携・統合化

ペーパレス化によるコスト削減、業務
効率化
 Word、Excel等のソフトを使った
文書作成、表計算スキル、ウェブアプ
リケーションによる採用活動
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4.2 各部門におけるスキルの整理 

 DX の進展段階により求められるスキルは異なります。ここでは主に導入・運用段階

を取り上げ、2 つに分けて整理しました。 

 DX に着手しデジタル化等を進めるにあたって、すべての人材に求められるスキ

ル 

 その後のデジタル化したデータを活用しビジネスプロセスの変革を図っていくた

めに求められるスキル（DX 推進人材等の活用・育成） 

 DX の初期段階においてすべての人材に求められるスキルを 4.2.1、DX をより推進す

るために必要な対応を 4.2.2 に記載しました。 

 

図表 4-3 進展段階別に必要な人材とリスキリング 

 

4.2.1 主として DX 初期においてすべての人材に求められるスキル 

 DX 初期である、主に導入・運用段階では、全従業員の DX リテラシー・スキルを向

上させるとともに、習得したリテラシー・スキルを業務に反映していく必要がありま

す。スキル整理表（附属資料２参照）では身に付けるべきスキルを実際の業務に着目

して記載しました。 

 以下の点に留意してスキル整理表を活用することで、今後身に付けるべきスキルを把

握し、リスキリングを実施していくことが可能となります。 

 スキル整理表は、部門ごとに記載しています。社内の各部門あるいは各従業員の

担当業務が属する部門といった視点から、部門の列を参照してください。以下で

は例として、経営・管理部門>管理>人事を例に読み方を記載します。 

 まずは、それぞれの部門において、DX の進展によりどのような変化が起きうる

のか、その際にどのようなデータおよびツールの活用が必要になるのかを把握し

ましょう。 

デジタル成熟度

分類・定義

未着手 導入 運用 応用

DXに着手できていな
い

DXに着手しデータのデジタ
ル化等

ビジネス改革の基盤を整備

生産・サービス提供のプロセ
スに変化が生じ、DXが利益

構造に大きく寄与

ビジネスにおける価値構造
そのものに変化が起き複数
事業者での相乗効果も発生

アナログ、紙でのやり取
り

アナログからデジタルへの
移行

デジタルデータを利用した
ビジネスプロセスの変革

デジタルネットワークを活用
した

顧客価値・体験の新規創造

4.2.2 DXをより推進するために必要な対応

4.2.1 DXの初期段階においてすべての人材に
求められるスキル

各段階で
必要とされる
人材・リスキリング
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 想定される職務の変化：各部門でどのような DX が起きているのか、起きていく

のかの一例を記載しています。例えば、人事部門では「タレントマネジメントシ

ステムを活用した人事考課・人事異動、求人媒体サービス（データ）の活用」が

想定されます。各部門でどのような変化が起きていくのか、リスキリングの前提

として把握しましょう。 

 具体的なデータやツール：各部門における具体的なデータやツールの一例を

挙げました。人事であれば、データとしては「従業員の職歴や知識・スキ

ル、資格情報」、ツールとしては「タレントマネジメントシステム、採用管

理ツール」等が該当します。自社における具体的なデータを検討する他、ツ

ールを提供しているサービスを調べてみましょう。 

 本スキル整理表では、①一般従業員層と②リーダー・管理職層に分けて記載して

います。それぞれに該当する部分を参照しましょう。以下では一般従業員層につ

いて記載しますが、リーダー・管理職層も読み方は同様です。 

 求める人材像：知識・スキルの習得により、どのような人材となることが求

められるのかを確認しましょう。人事であれば「人事に関するソフトウェア

を用いて自らの業務を遂行できる」ことを目指しましょう。 

 データ解析・AI～コンプライアンス：データ解析・AI から下は個別の項目

について必要とされるスキルを記載しています。部門に共通するものも多い

ですが、例えば担当する業務において「データを集計し 2-3 枚程度の集計レ

ポートを作成できる」等が可能になるような知識・スキルの習得という観点

でリスキリングを進めましょう。 

 スキル整理表を参照し、従業員に求められるスキルを明らかにした上で、知識・スキ

ルを習得する機会を提供しましょう。例えば、人事の一般従業員について、クラウド

の項目では「クラウドサービスのメリット・デメリットを理解できる」とされていま

す。人事におけるクラウドサービスとは何か、そこでのメリット・デメリットについ

て、学習講座を調べたり、実際のサービスを比較したりしましょう7。 

4.2.2 DX をより推進するために必要な対応 

 すべての人材に対するリスキリングに加えて、デジタル化したデータを活用してビジ

ネスプロセスの変革を実施するためには、DX 推進人材と呼ばれるような人材が必要

となり、人材の類型ごとに対応するスキルが求められます。 

 例えば、DX を推進する人材の役割や習得すべきスキルなどを定義した「デジタルス

キル標準」では、 

 ビジネスアーキテクト 

 デザイナー 

 ソフトウェアエンジニア 

                                                        

7 本ガイドラインの末尾に、参考となるサイトを掲載しています。当該サイト等を利用し、

具体的な知識・スキルの習得を検討してみましょう。 
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 サイバーセキュリティ 

 データサイエンティスト 

の 5 類型が示されており、それぞれに詳細なスキルや学習項目のリストが定められて

います8。こうしたスキルを経営者や従業員が身に付ける、または社外の人材を活用

することが求められるのです。 

 DX の進展段階における運用・応用段階においては、4.2.1 の DX 初期においてすべて

の人材に求められるスキルの習得に加えて、各企業において、誰がどのスキルを身に

付けるべきか、どの役割を担うのか、その役割に紐づくスキルはなにか、という観点

で検討を進める必要があります。 

 例えば、DX の知識を持ちつつ、現場のニーズと技術を橋渡しする DX 推進人材

のような専門家を社内で育成することや、経営者自身がそうした機能を果たせる

よう知識・スキルを習得し、DX 推進の役割を担うことが考えられます。また、

現場のリーダー層が DX を推進することや、技術面に詳しい情報システムを担当

している人材が現場のニーズを理解し押し進めることも考えられます。ときには

社外の技術的に詳しい人材を活用するということもあるでしょう。 

 社外の人材の活用も含め、企業全体として、DX 推進に必要な機能を備えていく

ことが重要となります。 

 

図表 4-4 社内での DX 推進人材の役割の例 

 

 

  

                                                        

8 独立行政法人情報処理推進機構「デジタルスキル標準（DSS）」 

https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-standard/dss/index.html （2023 年 3 月 1 日最終アクセス） 

https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-standard/dss/index.html
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5． リスキリングへの取組手順、ポイント 

5.1 リスキリングへの取組手順（ステップ） 

 リスキリングは、外部環境の変化を踏まえて企業が経営戦略の実現や業務の創造・高

度化を図るための手段であることから、企業が主導して取り組むことが重要です。従

業員と意識をすり合わせて取り組んでいきましょう。 

 従業員にとって労働寿命が延びる中でリスキリングに取り組むことは、働きがいをも

って働き続けることにつながるなど、従業員にもメリットが大きいことを伝えるのが

ポイントです。 

 企業が実施すべきリスキリングのステップは、以下のステップ 1 からステップ 4 に分

けられます。 

 ステップ 1：リスキリングの方針を決定する 

 ステップ 2：リスキリングのための環境を整備する 

 ステップ 3：知識・スキルの習得機会を提供する 

 ステップ 4：習得した知識・スキルを業務に活かせるよう、評価・処遇を見直す 

 各企業の状況に応じて、ステップ 1 から 4 のうちどこから取り組むべきかは異なりま

す。 

 また、ステップ 3 で知識・スキルを習得した後、ステップ 1 で決定したリスキリング

の方針の再検討や、ステップ 2 やステップ 4 における制度の拡充・見直しが必要とな

ることもあります。それぞれの企業の状況に応じて、リスキリングのステップのサイ

クルを回していきましょう。 

 なお、DX をはじめとする社会環境の変化に応じて企業が持続的に成長するために、

大胆な事業構造の転換や新たな事業展開を目指すこともあり得ます。その場合は、自

社の将来の方向性や中長期的な方針を定める経営戦略の策定・見直しを検討すること

も必要です。 
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図表 5-1 ステップ 1～4 の関係 

 

 

5.2 ハード、ソフト、ハートの関係性 

 リスキリングを進めるにあたっては、 

 リスキリングを推進する制度づくり（ハード） 

 制度の効果的な運用（ソフト） 

 リスキリングに取り組む企業文化の醸成（ハート） 

に同時に取り組むことが重要です。 

 制度づくり（ハード）や制度の運用（ソフト）の基盤となる企業文化（ハート）につ

いては、「5.3 リスキリングに取り組む企業文化（ハート）の醸成」をご覧ください。

なお、ハードやソフトについては、リスキリングのステップに沿って「5.4 リスキリ

ングの推進のために必要となる取組」をご覧ください。 
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図表 5-2 リスキリングのハード・ソフト・ハート 

 

 

5.3 リスキリングに取り組む企業文化（ハート）の醸成 

【取組例】 

 リスキリングに取り組む企業文化をつくる取組 

 経営層や管理職が経営戦略・人材戦略・リスキリングの方針を説明することや、従

業員自身がどんな仕事をしたいか・どうなりたいかを引き出す取組が、各従業員が

積極的にリスキリングに取り組むために有効です。 

 経営層や管理職が、リスキリングの必要性や方針を経営戦略や人材戦略と紐づけて

何度も従業員に説明することで、各従業員がリスキリングの必要性を深く理解する

ことにつながります。これにより、リスキリングに意欲的に取り組むことや、リス

キリングを行う従業員を応援する企業文化がつくられることが期待できます。 

 従業員自身がどんな仕事をしたいか・どうなりたいかを定期的に考える機会をつく

ることで、自身が目指すキャリアに応じてリスキリングをする意欲が高まり、ひい

てはリスキリングに取り組む企業文化がつくられることにつながります。 
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 管理職に対する研修制度の整備 

 現場でマネジメントをする管理職は、組織の雰囲気づくりや、部下の育成について

大きな役割を担います。 

 管理職に、リスキリングを踏まえたマネジメント方法について研修を実施し、管理

職がマネジメントの知識やスキルを身に付けることで、リスキリングに前向きな企

業文化がつくられると考えられます。 

 管理職には、部下に対してリスキリングの重要性を説明して実施を働きかけるこ

と、定期的に 1on1 ミーティング等を実施して意欲向上につながるような声かけや励

ましを行うこと、部下がリスキリングを実施しやすいよう労働環境面で配慮するこ

と等を促していきましょう。 

 

5.4 リスキリングの推進のために必要となる取組 

 各ステップにおける取組の選択肢について、ポイント、制度の導入例（ハード）、制

度運用での留意点（ソフト）を紹介します。 
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図表 5-3 ステップごとの取組項目 
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5.4.1 ステップ 1：リスキリングの方針決定 

(1) 人材戦略の策定・リスキリングの方針決定 

【ポイント】 

 リスキリングは、企業が経営戦略等に基づいて人材戦略の策定やリスキリングの方針

を決定し、企業の主導により実施するものです。企業には、リスキリングを実施する

ことで実現したい内容を考慮した上で、リスキリングの方針を決定することが求めら

れます。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 経営戦略等と直結した人材戦略の策定 

 経営戦略等を実現する上で、いつまでにどのような知識やスキルを持つ人材が何

人必要か、採用と育成によりそれぞれ何人程度を確保すべきか検討し、人材戦略

を決定します。その際は、従業員の職種や職位に応じて、必要となる知識やスキ

ルを階層構造のような形で可視化するとわかりやすいでしょう。 

 従業員の処遇や働く環境の枠組みの設計 

 経営戦略等の実現のために必要な人材の確保につながる、従業員の処遇や働

く環境の枠組みの設計を行います。その際は、労働市場での人材需給状況

や、労働者のキャリア観の変化等も踏まえて検討することが必要となりま

す。 

 これまで、日本企業の多くは職務や勤務場所が限定されていないことや年功

賃金制などを特徴とした、職務無限定の正社員を想定した「メンバーシップ

型雇用」を実施してきました。これからは、各企業の状況や必要な人材要

件、多様な働き方の観点等を踏まえ、例えば「ジョブ型雇用」の要素を取り

入れるようなことも考えられます。 

 「ジョブ型雇用」の 1 つの要素として、職務の明確化があります。これによ

り、特定の業務に携わり続けたい者の採用がしやすくなることが期待されま

す。また、リスキリングで向上させるべき能力が明確化され、リスキリング

が実施しやすくなることも期待されます。 

※メンバーシップ型雇用とジョブ型雇用の特徴や留意点、ジョブ型雇用を導入する企

業の事例については、41 ページ以降の「コラム」をご参照ください。 

 従業員のスキルの把握・必要なスキルの明確化 

 経営戦略等の実現に必要な人材要件の定義を明確にしたら、現時点での従業員の

知識やスキルのレベルを特定しましょう。例えば、必要な知識・スキルの階層に

基づきスキルマップを作成して各従業員の能力を認定し、全社で集約して従業員

のスキルを把握することが考えられます。 

 各従業員のスキルを認定することで、社内のスキルレベルを把握することが可能

になります。スキルレベルを把握する仕組みをつくることは、知識・スキルの習
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得機会を提供した後に、従業員のスキルレベルが向上しているか、効果検証をす

る上でも役立ちます。また、定期的に従業員のスキルを認定することは、学ぶ意

欲の向上につながることも期待されます。 

 人材戦略に沿ったリスキリングの方針の検討・決定 

 策定した人材戦略のうち、特に育成すべき人材像やその定量的な目標と、現時点

での従業員の知識・スキルレベルとの差を把握し、リスキリングの方針を検討・

決定します。 

 

【運用での留意点（ソフト）】 

 経営層が主導しつつ、人事部門や事業部門とも連携しながら人事戦略を策定すること

が重要です。 

 特定の部署や職種における喫緊の課題を解決（業務の効率化等）する必要がある場合

や、全社的な取組を一斉に行うことが難しい場合は、一部の部署や職種からスタート

し、段階的に実施する部署や職種等を広げていくことも考えられます。 

 リスキリングを進めるにあたっては、方針決定の段階だけでなく、制度づくりや制度

の運用の段階でも従業員側の意見を聞くなどして、労使で同じ方向を向いて取組を進

めていくことが重要です。 

 

 

(2) 推進体制の整備、推進人材の確保 

【ポイント】 

 リスキリングの実施にあたっては、リスキリング方針の決定に必要な情報の収集・分

析、制度設計・運用、従業員への周知、リスキリングの実施にあたってのサポートな

どの機能を担う推進体制の整備や、企業内でリスキリングを主導する推進人材の確

保・育成が必要となります。一方、リスキリングを実施する上での課題として、多く

の企業が「推進人材が確保できない」「推進体制に不安がある」こと等を挙げていま

す。 

企業事例：アドバンスシステム株式会社（広島県福山市、情報通信業、31～100

人） 

6 か月に一度、すべての従業員に経営層から事業の方向性等を説明しています。

そのときには事業の方向性と紐づける形で、会社として重視するスキルや従業員

に取得してほしい資格を伝え、リスキリングの方向性を従業員に示しています。 

企業事例：ダイイチ・ファブ・テック株式会社（茨城県水戸市、製造業、30 人以

下） 

社内教育担当リーダー2 名が、日常の業務や会話を踏まえ、社員一人ひとりのス

キルを 4 段階で評価した技能マップを作成しました。作成した技能マップを基

に、教育訓練計画を策定しています。 
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 リスキリングの検討・実施にあたっては、企業規模、業種、業態等に応じて、自社に

適した推進体制の整備、推進人材の確保・育成を行うことにより、円滑なリスキリン

グの検討・実施が可能となります。 

 経営戦略と関連して重要な領域（DX や AI 等）で優れた知識やスキルを持つ従業員

や、中途採用、副業・兼業等で確保した外部人材を、推進人材として選定することも

考えられます。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 経営層、人事部門（人事労務責任者等）、事業部門が以下の図のようにそれぞれ役割

を持ち、推進することが必要となります。特に、経営層や人事部門の中に、リスキリ

ングを主導する推進人材を確保・育成することが重要です。 

 

図表 5-4 企業のリスキリング推進体制の例 

 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 経営層、人事部門、事業部門のそれぞれがリスキリングの必要性や重要性、事業部門

の人材ニーズ等を理解することで、リスキリングの検討・実施を円滑に進めることが

期待できます。そのために経営層、人事部門、事業部門は、それぞれ他の部門の状況

や悩みの把握に向けて、日常的にコミュニケーションを取ることが重要です。また、

事業部門であれば人事部門、人事部門であれば事業部門など、他の部門の経験があり

他の部門の状況がわかる従業員を、リスキリング推進担当者として選任することも考

えられます。このように、様々な部門の状況がわかる従業員を育成するため、事業部

門と人事部門等との間で異動や人材交流を積極的に行うことも有用です。 

 経営層が、人事部門や事業部門の管理職と密なコミュニケーションを取りつつ主導し

て経営戦略や人材戦略の策定、リスキリングの方針を決定することで、経営戦略と人
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材戦略・リスキリングの連動を図ることができます。また、人事部門と事業部門にと

っても納得感のあるものとなります。例えば、経営層、人事部門、事業部門によるプ

ロジェクトチームを立ち上げて、リスキリングの方針や具体的な内容を部署横断的に

検討することも考えられるでしょう。 

 経営層が決定したリスキリングの方針に基づき、主に人事部門がリスキリングを推進

するための具体的な制度やその運用を検討するケースが想定されます。こうした場合

でも、経営層は人事部門の役割を明確にした上で、人事部門が主導しながら検討を進

める必要があります。 

 

 

 

 

企業事例：株式会社広島銀行（広島県広島市、銀行業、1,000 人超） 

DX への取組を重要な経営戦略の１つと考え、部署や役割に応じて DX 人財を育

成しています。全行員に対して、DX に関するリテラシーとして IT パスポートの

取得を奨励しています。また、各部門や現場の DX 推進を主導する DX 推進責任

者や DX 推進リーダーの育成を計画中です。 

企業事例：株式会社マルニ木工（広島県広島市、家具製造業、101～300 人） 

副業・兼業マッチングサービスを活用し、大手小売企業でデジタルマーケティン

グ業務を行う 30 代男性を副業人材として招きました。社員に知識の伝授をしなが

ら共にデジタル販売システムを構築し、オンラインショップの改善に取り組みま

した。その結果、オンライン売り上げを前年比 190％に伸ばすことに成功しまし

た。 

企業事例：隂山建設株式会社（福島県郡山市、建設業、31～100 人） 

受注から竣工まで建設現場の状況を可視化するアプリを自社開発するにあたり、

地元の IT ベンチャーから社長と開発人材を招くほか、新たに DX 推進室を設置。

技術者等を DX 推進室に配置し、外部人材と共に従業員も開発に参加。そこで得

たデジタル関連の知見を社内に広めるとともに、定年制を撤廃し若手～70 歳以上

に至るまでの IT リテラシーを底上げし、広くデジタルツールを浸透させることに

成功。自社開発した上記アプリを用いて業務効率化を実現しました。 

企業事例：オフィスモロホシ社会保険労務士法人（東京都足立区、専門サービス

業、30 人以下） 

システムエンジニア出身従業員が主導し、従業員数 9 名と小規模でありながらも

できるところから着実にリスキリングを推進しています。また全従業員の 3 分の

1 に、会社負担で社内システム運用のための外部研修を受講させています。 



30 

 

5.4.2 ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

【ポイント】 

 リスキリングを推進するためには、従業員が知識・スキルの習得に取り組みやすい環

境の整備、特に時間面での配慮や制度づくりを行うことが重要です。 

 従業員が前向きに取り組めるように、従業員自身がキャリア展望を持つための働きか

けを企業が行うことも必要となります。 

(1) 知識・スキルを習得する時間の確保 

【ポイント】 

 知識やスキルの習得には、一定の時間がかかります。加えて、知識・スキルの習得に

取り組む上での課題として、多くの企業や従業員が時間捻出や業務調整を課題として

挙げています。そのため、知識・スキルを習得する時間の設定、習得する時間を確保

するための人員配置・業務量調整、業務の効率化等といった取組により、習得のため

の時間を確保することが重要です。 

 リスキリングは企業が主導し実施するものであり、基本的に業務（業務命令）として

知識・スキルを習得するものです。これにより、企業が必要とするリスキリングを強

力に推進することができます。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 知識・スキルを習得する時間の設定 

 確実に知識・スキルの習得に必要な時間を確保するため、勤務時間のうち、一定

の時間を知識やスキルを習得するための時間に充てます。 

 習得する時間を確保するための人員配置・業務量調整 

 知識やスキルの習得にはある程度の時間が必要です。習得する時間を確保するこ

とができるような人員配置や、対象となる従業員の業務量の調整が必要です。 

 業務の効率化による習得する時間の確保 

 知識・スキルの習得に必要な時間を確保するため、業務の効率化が有効です。例

えば、次のような取組が考えられます。 

 会議の効率化・削減（目的を明確にして時間・開催頻度・参加者・準備資料

の見直しを行う、オンライン会議ツールを活用する、資料共有で済む会議は

取り止めるなど） 

 業務マニュアル・フローの作成による定例的な業務の効率化 

 業務の棚卸による無駄な業務・作業の削減 

 紙資料を電子化することによる情報共有・検索の効率化 

 IT ツールや定型業務を自動化する RPA（ロボティック・プロセス・オート

メーション）の導入による業務の効率化 

 また、リスキリングにより業務の効率化を図ることができれば、それが新たな知

識・スキルを習得する時間の確保にもつながります。 
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 通勤・移動時間の削減 

 自宅やサテライトオフィス等でのテレワークを可能とすることで、本来通勤や移

動にかかっていた時間を、知識・スキルを習得する時間に充てることができま

す。 

 

【運用での留意点（ソフト）】 

 経営層、人事部門、事業部門の管理職等は、現場の状況に合わせて、知識・スキルの

習得に向けた時間を確保する取組を主導する必要があります。また、事業部門の管理

職等は、対象者の知識・スキルの習得に向けた取組の実施状況や時間確保の状況を把

握し、経営層・人事部門ともすり合わせを行いながら必要な取組の推進・見直しを行

う必要があります。 

 業務命令として知識・スキルの習得を指示する場合、実施時間が労働時間になること

に留意しましょう。 

 

 

(2) 費用負担 

【ポイント】 

 リスキリングは企業が主導し実施するものであり、知識・スキルの習得にかかる費用

は、基本的に企業が負担するものです。これにより、企業が必要とするリスキリング

を強力に推進することができます。 

 従業員の主体的な学び直し（自己啓発）についても、業務に必要な知識・スキルの習

得につながるものもあります。企業が業務との関連性を踏まえて、従業員の主体的な

学び直しにかかる費用を支援することで、企業が必要とする知識・スキルの習得を促

進することができます。 

 

企業事例：株式会社センショー（大阪府大阪市、金属加工業、31～100 人） 

勤務時間内に学ぶ機会を確保しています。具体的には、毎週木曜日の夕方 30 分

は、座学を中心としたメッキ加工等の技術を学ぶ時間として、毎週第 3 土曜日

は、出勤日ですが作業はせず普段できない研修や教育訓練等に充てる日として設

定しています。 

企業事例：株式会社八天堂（広島県三原市、食料品製造・販売業、101～300 人） 

学ぶ機会を設けようとしても本業が忙しく、なかなか時間が取れないことがあり

ます。その解決策として、経営理念・方針と各自の業務とを結びつけることで仕

事を進める際の共通軸を作ったり上司部下の関係を明確にし、チームミーティン

グや日報で最新情報を共有したり進捗報告することで、効率よく短時間で業務を

遂行できるようにしています。また、研修では、1～2 時間で完結する講座づくり

やオンラインの活用で、参加しやすい講座の提供を進めています。 
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【制度の導入例（ハード）】 

 知識・スキルの習得のための費用については、各種支援制度を活用しつつ、基本的に

企業が負担します。 

 従業員の主体的な学び直しに対しても、一定の金額までは企業が費用支援すること

や、長期的に見て業務に活きる可能性がある資格や講座は企業が指定し、当該資格や

講座にかかる費用は企業が負担するといった方法が考えられます。 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 リスキリングに限らず、従業員の能力開発や従業員主体の学び直しを支援するため

に、以下の公的な支援策の活用が可能です。 

 人材開発支援助成金：企業が雇用する労働者に対して訓練を実施した場合や、教

育訓練休暇等の制度を労働者に適用した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の

一部が助成されます。一部の訓練コースでは、訓練の開発・設定費用も助成対象

となります。 

 教育訓練給付制度：厚生労働大臣の指定を受けた教育訓練を受講・修了した労働

者が、教育訓練経費の一部を受給できます。 

 ポリテクセンター等の公共職業能力開発施設における在職者訓練：ポリテクセン

ターや生産性向上人材育成支援センター等で、生産性の向上や業務の改善、専門

的な知識や技能・技術を習得するための在職者向け訓練を受講できます。 

(3) 従業員のキャリア形成支援 

【ポイント】 

 企業が知識・スキルの習得を強制するのではなく、従業員自身がキャリア展望を持

ち、そのキャリア展望に基づき知識・スキルの習得がなされることで、従業員が納得

感を持って取り組み、効果的な知識やスキルの習得が可能になると考えられます。 

 キャリア展望を描きにくいという悩みを持つ従業員もいると想定されます。そのよう

な従業員に対しては、これまでのキャリア、今後の業務や働き方の希望等を聞きなが

ら、キャリア展望を持つことを手助けすることが効果的です。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 現場の管理職や人事部門による、各従業員との定期的な 1on1 ミーティング 

 現場の管理職は、普段から現場の課題や各従業員の状況も把握していると考えら

れます。現場の課題や各従業員の今後のキャリア展望と紐づける形で、現場の管

理職から、リスキリングの方針を各従業員に示すことが必要です。 

 他部署への異動を希望する場合など、直属の管理職ではなく人事部門が現場から

少し離れた視点から話を聞き、従業員に対して今後のキャリア展望を示すことが

有効な場合もあります。 

 キャリアコンサルティングの実施 
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 キャリア形成の専門家であるキャリアコンサルタントとの面談も、キャリア展望

の検討に有用です。社内にキャリアコンサルタント資格を有する従業員がいれ

ば、その従業員との面談を設定すること、いない場合は社外のキャリアコンサル

タントを活用することが考えられます。 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 現場の管理職に対して、リスキリングの観点を含めたマネジメントの手法や 1on1 ミ

ーティングの実施方法を伝える必要があります。 

 リスキリングの観点も含めて従業員向けに 1on1 ミーティングを実施すること

は、管理職自身も不慣れであると考えられます。「5.3 リスキリングに取り組む企

業文化（ハート）の醸成」のとおり、管理職に対してリスキリングを踏まえたマ

ネジメントの方法や、1on1 ミーティングの実施方法等について研修を行うこと

も考えられます。 

 キャリアコンサルティングを効果的・効率的に実施するために、社外のキャリアコン

サルタントや、社外の 1on1 ミーティング実施サービスを利用することも有効です。

また、社外のサービスを利用することで現場の管理職や人事部の負担軽減にもつなが

ると考えられます。 

 人事部門や社内外のキャリアコンサルタントが面談を行う場合は、従業員の様子を継

続的に把握できるよう、同じ担当者が把握することや、状況を継続的に把握できる仕

組みを導入するなど工夫します。 

9 

                                                        
9   Z ホールディングス株式会社 HP「人財開発と研修・育成」https://www.z-

holdings.co.jp/sustainability/stakeholder/16/（最終閲覧日:2022 年 11 月 7 日） 

企業事例：Z ホールディングス株式会社（ヤフーでの取組）（東京都千代田区、

情報通信業、1,000 人超） 

従業員一人ひとりの成長段階やキャリアの方向性に沿って、今後のキャリア形

成を支援するために、直属の上長に加えて関連部署の役職者が集まり、「人財開

発カルテ」をもとに一人ひとりの中・長期的な成長支援方針を話し合っていま

す。 具体的には、直近の 1 年間でどのような経験を積むのが良いかを議論した

うえで、一人ひとりに自身の可能性への気づきや成長を促す経験の提供、研修

の提案につなげています。 
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(4) 従業員の主体的な学び直しの支援 

【ポイント】 

 従業員の主体的な学び直し（自己啓発）についても、業務に必要な知識・スキルの習

得につながるものがあります。企業が業務との関連性を踏まえて、教育訓練休暇制度

や短時間勤務制度を整備し、活用を促すことで、企業が必要とする知識・スキルの習

得を促進することができます。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 教育訓練休暇制度の整備 

 有給休暇制度等の既存の休暇制度に加えて、新たに教育訓練休暇制度を整備しま

す。教育訓練休暇制度は、例えば 1 時間程度の短時間のもの、週 1 回 2 時間程度

の定期的なもの、数か月～数年単位の長期的なものが考えられます。 

 教育訓練受講時等に利用できる短時間勤務制度を整備 

 教育訓練の受講目的で活用できる短時間勤務制度を整備します。 

 

【運用での留意点（ソフト）】 

 現場の管理職等は、教育訓練休暇制度や短時間勤務制度の利用について、業務との関

連性を踏まえて事前に従業員とすり合わせを行いましょう。こうして、対象者の業務

量調整や業務の効率化による労働時間の短縮等も必要に応じて行いつつ、制度を利用

しやすい勤務環境となるよう配慮する必要があります。 

企業事例：東海東京フィナンシャル・ホールディングス（東京都中央区、金融

業・保険業、1,000 人超） 

2019 年度のジョブ型人事制度導入後、社員の自律的なキャリア形成のための機会

拡充に注力しています。全社員対象のキャリアデザイン研修の実施や、現在の業

務を継続しながら新たなスキルとポジションの獲得を目指すことができる「キャ

リアプラスアップ制度」を新設し、社員のリスキリング、アップスキリングの意

欲を促進しています。また、全社員向けに OA スキル(※)レベルを確認し、スキ

ルレベルに応じた研修を実施するなど、DX 人材の育成と確保に向けた取組みを

行っています。 

※OA スキル：「OA」は Office Automation の略であり、「OA スキル」とは業務を

自動化・情報化するスキルのことです。例えば、OA ソフトとされる Word や

Excel 等、コンピューターを操作・利用できる能力をさします。 
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10 

5.4.3 ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

【ポイント】 

 ①経営者が中心となって決定したリスキリングの方針に沿って、知識・スキルを習得

する機会を従業員に提供することが必要となります。 

 急速かつ広範な社会環境の変化に対応するために、社内の全職種・全従業員に知識・

スキルの習得機会を提供することが望まれます。そのうえで、職種や職務、タスク

（課業）によって必要な知識・スキルは異なると考えられるため、それに合わせた習

得機会を提供することが必要です。 

 中高年の従業員に対しても、新しい知識やスキルの習得を促すことが重要です。例え

ば、社内の全従業員が IT に関する基礎的なレベルの知識やスキルを身に付けること

で、IT に関連する新たなシステム等を全社で導入する際に、混乱なく効率的に業務

を進められるというメリット等があると想定されます。 

(1) 社内・社外での研修の提供 

【ポイント】 

 リスキリングの方針に沿って、社内や社外での研修により、従業員に知識やスキルを

学んでもらうことが必要となります。特に、経営戦略等の実現にあたって必要な知

識・スキルの習得の機会を社内のみでは提供できない場合には、大学、教育訓練機

関、公共職業能力開発施設など外部機関の活用も検討するとよいでしょう。 

 研修の種類としては、対面での集合型研修のほか、オンライン研修、オンデマンド型

研修等、様々なものを活用することが可能です。知識やスキルを効果的に身に付けら

れるようにするために、目的、内容、対象者等に応じて使い分けましょう。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 経営戦略と関連して重要な領域で優れた知識やスキルを持つ従業員が社内講師とな

り、他の従業員に対して教える場を設定します。 

 DX や AI 等に関する知識を持つ人材の需要は非常に大きいため、近年こうした

人材の採用はますます困難となっています。正社員として雇用する以外にも、副

業・兼業人材の活用等も有効な手段です。 

                                                        
10 株式会社六花亭 HP、「福利厚生・社内制度」、https://www.rokkatei.co.jp/recruitment/outline/welfare/（最終閲

覧日:2022 年 9 月 20 日） 

企業事例：株式会社六花亭（北海道帯広市、食料品製造・販売業、1,000 人超） 

従業員が新たなチャレンジを行うための公休利用制度を設定しています。社内

選考に合格した者には 2 週間から最長 2 か月間の公休が与えられます。公休利

用制度で培った経験が職場に活用されている例もあります。 
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 経営戦略等の実現に必要な知識・スキルを提供してくれる外部講師等を招聘し、従業

員に研修を実施します。 

 大学、専門学校、民間企業、公共職業能力開発施設、経済団体等が提供する教育訓練

プログラムを従業員が受講できるようにします。 

 教育訓練機関等に依頼して、自社に合った教育訓練プログラムを開発します。このプ

ログラムを活用し、従業員に研修を実施します。 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 従業員自身が目的意識を持って学ぶことは、効果的な知識・スキルの習得につながり

ます。企業が従業員に対してリスキリングの重要性を伝えたり、「5.4.2(3) 従業員のキ

ャリア形成支援」に記載した、1on1 ミーティングやキャリアコンサルティングの取

組等により、従業員自身がキャリア展望を持った上で知識・スキルの習得に取り組む

ことを促しましょう。 

 経営戦略等を踏まえた知識・スキルの習得につながる講座を内容、受講形態、費用等

の観点からしっかり吟味し、選ぶ必要があります。例えば、独立行政法人情報処理推

進機構が運営する「マナビ DX」では、デジタルスキルを学ぶことができる学習コン

テンツが紹介されています。 

 従来の能力開発における階層型研修では、多くが入社年次や職位に応じた受講内容と

なっています。一方リスキリングは、経営戦略等を実現するために今後必要となる知

識やスキルを習得するためのものであり、今後期待される役割に応じて、従業員ごと

に必要な知識・スキルは異なります。例えば、自社における DX を推進したい場合、

基礎的な IT スキルに関する講座は幅広い従業員を対象としつつ、今後 DX の推進を

担うことが期待される人材には高度なレベルの講座を提供するなど、現時点で従業員

が有する知識やスキルのレベルに鑑みて今後期待する役割を判断し、その役割に応じ

て受講者を決定することが考えられます。 

11 

(2) 社外での経験の提供 

【ポイント】 

 副業・兼業や在籍型出向等により、従業員が他社で業務経験を積むことで、新たな分

野の知識やスキルを習得できる場合もあります。経営戦略等に基づき必要となる新た

                                                        
11 オタフクソース株式会社 HP、「人が育つ土壌」、https://www.otafuku.co.jp/corporate/recruit/education/（最終

閲覧日:2022 年 9 月 20 日） 

企業事例：オタフクソース株式会社（広島県広島市、食料品製造・販売業、

301～1,000 人） 

民間企業が提供する動画学習サービスを正社員全員に導入し、年代や役職を問

わず、社員がいつでもどこでもスマートフォンや PC で隙間時間を活用し、

様々なビジネス知識や最新トレンドを学ぶことを推奨しています。 
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な知識やスキル、経験の習得・実践に向けて、一定期間、副業・兼業や在籍型出向等

により、自社の従業員に他社での業務経験を促すことも考えられます。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 社内外（グループ内外）での副業・兼業や在籍型出向等を活用し、自社の従業員が新

たな業務経験を通じて知識・スキルを習得できるようにします。 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 副業・兼業の実施にあたっては、まずは社内やグループ内での副業・兼業を認めるこ

とも一案です。この場合、労務管理や業務上の秘密漏洩の観点での懸案事項が少ない

というメリットがあります。 

 社外での副業・兼業については、副業・兼業が行うことができる旨を就業規則等に明

記する必要があります。実際に副業・兼業を認める段階では、従業員からの希望に基

づき、副業・兼業先での勤務条件も踏まえ、実施可否を判断することが望まれます。

また、労働時間が長くなりすぎないよう、運用の段階でも留意する必要があります。 

 在籍型出向についても、業務内容や勤務場所が大きく変わることが予想されるため、

公募制など従業員の希望に基づき対象者を決定することが望まれます。なお、出向中

は周囲に相談できる相手が少なくなり孤独を感じやすいため、定期的に面談を行うな

ど、状況をフォローアップする必要があります。 

 

5.4.4 ステップ 4：評価・処遇の見直し 

【ポイント】 

 従業員がリスキリングにより身に付けた知識・スキルを希望する部署等において活か

せるような人事異動や、キャリア形成支援などの人事管理制度の見直しを行うことが

非常に重要となります。 

 習得した知識・スキルを活かす機会の提供や、知識・スキルを業務に活かしたことを

適切に評価すること、継続的にリスキリングの機会を提供し従業員の成長を支援する

ことといった取組により、従業員の働きがい（エンゲージメント、ウェルビーイング

等）が向上し、優秀な人材の定着や獲得競争において優位性が高まります。 

(1) 習得した知識・スキルの活用やリスキリングの促進につなげるための配置 

【ポイント】 

企業事例：株式会社八天堂（広島県三原市、食料品製造・販売業、101～300 人） 

他の企業への社員留学を実施しており、IT システム系の企業に社員を 1 名派遣し

ました。また、大手食品会社から 1 名社員を受け入れ、商品企画や開発を担当し

てもらいました。 

。 
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 リスキリングでは、知識やスキルの習得にとどまらず、習得した知識やスキルを業務

に活かすことが前提となっています。そのため、知識・スキルを業務に活かすような

配置や工夫を企業が行うことが重要です。 

 また、リスキリングは、経営上必要な業務を実施するために欠くことのできない知

識・スキルを従業員に身に付けさせるために、企業が主導して従業員に知識・スキル

習得を促すものです。習得した知識・スキルが業務に直接活かせるため、従業員がモ

チベーション高くリスキリングに取り組むことが期待できます。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 習得した知識・スキルを活かす配属・配置 

 人事異動の際に、従業員が習得した知識・スキルを活かせる部署やポストに異動

させます。これにより、企業としては、従業員が習得した知識やスキルを業務に

活かすことで、業務の高度化や新たな事業の創造が実現できます。また、知識・

スキルと部署・ポストとの関連性や、知識・スキルの習得が希望部署等への異動

につながることを従業員に明示することで、従業員が積極的にリスキリングに取

り組むことが期待できます。加えて、企業としてもリスキリングを経営戦略等の

実現につなげていくことができます。 

 成長分野の体制を強化するため、他の部署・部門から配置転換をする場合や、社

内・グループ内起業を推進する場合は、社内公募を実施し、従業員の「学びた

い」「成長分野の事業に取り組みたい」という意欲を尊重しながら、知識・スキ

ルの習得を促し、配属・配置することも考えられます。 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 知識・スキルの活用を引き出し、さらなる知識・スキルの習得を促す配置について各

従業員に納得感を持ってもらうために、「5.4.2(3) 従業員のキャリア形成支援」に記載

した、定期的な 1on1 ミーティング等を通じて各従業員のキャリアの展望を把握し、

それに沿った配置・配属を行います。その際、従業員に対して、知識・スキルの習得

と配属・配置との関係性や、当該ポストでのその従業員への期待等を伝えることも重

要です。 

 

企業事例：株式会社プローバホールディングス（広島県広島市、サービス業、

301～1,000 人） 

人事評価制度の中で、本人が目標に設定した資格を取得すれば、評価につなが

る仕組みを構築しています。また、会社が指定する資格を従業員が取得した際

に、その資格が他部署で必要なものである場合は、人事異動も視野に入れます

が、まずは兼務でその資格が発揮できるようにしています。 
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(2) リスキリングを踏まえた人事評価制度上の評価・処遇 

【ポイント】 

 従業員のリスキリングに対するモチベーションを向上させるため、人事評価制度を整

備したり見直す必要があります。 

 人事評価制度における評価項目は、一般的には従業員の「成果」や「能力」です。リ

スキリングについても、身に付けた知識やスキルを活用して生み出した「成果」、身

に付けた知識やスキルなどの「能力」を人事評価制度上の評価項目に組み込むこと

で、従業員のモチベーションが向上することが期待できます。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 習得した知識・スキルによる成果、能力を評価する制度の設計 

 成果評価では、習得した知識やスキルを活かして成果を出したか、という点が評

価要素になります。例えば、習得した知識やスキルを活かして実績を上げた場合

や業務の生産性を向上させた場合に、その観点も加味して評価することが考えら

れます。 

 能力評価では、知識やスキルを習得した、という点が評価要素になります。例え

ば、スキルに関する階層設定・認定制度と評価制度とを紐づけて、高い階層に到

達した場合に評価することが考えられます。また、知識・スキルの習得に取り組

む意欲や態度も併せて評価対象にすることも考えられます。 

 適正な評価・処遇 

 上記のような評価制度を設計するとともに、制度に基づいて適正な評価を実施す

ることが重要です。  

 適正な評価を実施したら、当該評価内容が昇格、昇給、賞与額の決定等の処遇に

反映される仕組みが必要です。 

 知識・スキルの習得や習得した知識・スキルで成果を出すことが処遇に結びつく

ことは社内へのアピールにもなり、その従業員だけでなく、他の従業員もリスキ

リングに前向きに取り組むことが期待できます。 

 リスキリングを促進する処遇 

 上記のような評価制度やそれに基づく適正な処遇とあわせて、上級職に就くため

に特定の資格取得を要件とすることや、会社が指定する特定の資格の取得が昇給

につながりやすくなる制度とすることなど、リスキリングを促進する処遇の仕組

みを設けることも考えられます。 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 リスキリングを評価制度に組み込むにあたり、成果評価、能力評価をどのように組み

合わせるかという点は、各企業でのリスキリングの方針、取組の進展度合いや、企業

文化に応じて判断すべきです。 
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 評価制度の変更は、従業員の給与額や昇給・昇格に直接つながるため、従業員の関心

が高いと考えられます。評価制度の検討にあたっては、リスキリングの方針や従業員

の意見を踏まえて、従業員にとっても納得感のある制度とすることが重要です。 

 

(3) 人事評価制度以外での評価・処遇 

【取組が必要となるポイント】 

 リスキリングに対するモチベーションを向上させるため、また、社内にリスキリング

を周知するため、知識・スキルの習得や習得したスキルで成果を出した場合に、人事

評価制度以外での評価を行うことも有効です。 

 

【制度の導入例（ハード）】 

 社内表彰制度 

 知識・スキルを習得し、成果を出した従業員を対象に、表彰を行います。リスキ

リングの周知や透明性・公平性の確保のため、多くの従業員が集まる場で表彰す

ると効果的です。 

 資格手当・報奨金制度 

 会社が指定する特定の資格を取得した従業員に対して、資格手当として毎月の給

与に一定額を上乗せすることや、臨時で一定額の報奨金を支給することが考えら

れます。 

 

【運用での留意点 （ソフト）】 

 表彰や、資格手当・報奨金の支給を通じて企業への価値貢献を認められるため、従業

員のニーズを踏まえて制度を検討することが必要となります。 

企業事例：アドバンスシステム株式会社（広島県福山市、情報通信業、31～100

人） 

スキルリストをスキル種別（ネットワーク技術、データベース技術等）と習熟度

別（上位レベル／中位レベル等）に整理し、各従業員に必要とされるスキルを明

確化しました。その上で、約 150 種の資格を対象に取得推奨資格を設定し、資格

取得により一時金の支給や昇給・昇格を実施しています。 
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5.5 ジョブ型雇用の特徴・留意点（コラム） 

【近頃よく聞く「ジョブ型雇用」とは？】 

 近年、メンバーシップ型の人事制度に代わる新たな雇用管理制度として、「ジョブ型

雇用」を導入する企業が増えています。 

 「メンバーシップ型雇用」に典型的にみられるような年功賃金（人（の経験）に価格

が付く）と異なり、ジョブ型雇用では各人の「ジョブ」が定義され、ジョブの定義に

基づいて賃金が決まります。いわば「仕事に価格が付く」のが、ジョブ型雇用の一般

的なイメージです。 

 ジョブ型雇用を導入した企業の取組例を詳しく見ると、「各ポストについて職務記述

書を作成」、「能力に基づく給与制度の構築」、「高い専門性を持つ一部の従業員は既存

の人事制度とは別の制度で処遇」等、様々な取組があります。これらの取組は、年齢

ではなく能力を重視して従業員を選抜すること、高度な専門性を持つ従業員を高い処

遇で採用・定着させることなど、様々な目的のために実施されています。 

 

                                                        
12 キヤノン株式会社 HP、「人材育成・自己成長支援」、https://global.canon/ja/csr/people-and-society/labor/growt

h-development.html、（最終閲覧日:2022 年 9 月 20 日） 

企業事例：キヤノン株式会社（東京都大田区、電気機器製造・販売業、1,000 人

超） 

同社では、多様な認定・表彰制度を設けてグループ社員の功績を評価していま

す。例えば、幅広い技能でものづくりに貢献した個人に対する「マイスター認

定・表彰」や、卓越した技能をたたえ、同社に必要な技能の伝承を図るための

「キヤノンの名匠認定・表彰」を実施しています。 
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図表 5-5 メンバーシップ型雇用とジョブ型雇用の特徴 

 

出所）濱口桂一郎、ジョブ型雇用社会とは何か 正社員体制の矛盾と転機、（2021）、 

岩波新書 を参考に作成 

 

【ジョブ型雇用の活用可能性と留意点】 

 ジョブ型雇用の場合、各人の職務がメンバーシップ型雇用よりも明確化されていま

す。これは、職務の限定の容易さにつながり、同一労働同一賃金原則のもと、職務を

限定したり、就業時間を限定したりする多様な働き方を望む従業員を働きやすくし、

また、公正に処遇できる可能性を広げることにつながります。 

 また、職務の明確化は、能力要件の具体化につながり、必要とされる知識・スキルを

特定しやすいことから、それに合わせた教育訓練プログラムを提供しやすくなりま

す。 

 一方、こうしたジョブ型雇用のメリットはどのような職種、職場であっても活用でき

るわけではないことに留意すべきです。そもそも日本の人事制度と欧米の人事制度に

は、歴史的背景に基づく大きな違いがあります。画一的にジョブ型雇用を導入するの

ではなく、自社の事業構造、職種編成、従業員の働き方へのニーズなどを把握し、改

善すべき課題を特定した上で、目的に応じて適切な雇用管理手法を選択することが重

要です。 

 

 ジョブ型雇用を導入した企業の事例 
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13 富士通株式会社 HP、「富士通と従業員の成長に向けた「ジョブ型人材マネジメント」の加速」、

https://pr.fujitsu.com/jp/news/2022/04/21.html（最終閲覧日:2022 年 9 月 20 日） 

株式会社広島銀行の事例 

DX 領域など専門性の高い人材を、高い処遇で社外から採用するための新たな

人事制度として、ジョブ型雇用を活用しています。ジョブ型雇用が適用される

従業員は、実施すべき業務の内容はすべて職務記述書に記載し、人事異動は限

定的となっています。 

 

富士通株式会社の事例 

各従業員の職務内容について、期待する貢献や責任範囲を職務記述書に記載

し、各社員の職務内容を明確にしています。また、グループ内の空きポジショ

ンを社内イントラネットを通じてグループ内に公開し、社員が応募できる制度

を構築しています。職責の高さに応じた報酬水準を設計し、社内公募制とあわ

せて高い職責へのチャレンジを促進しています。 
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6． 企業の取組事例 

 本章では、リスキリング実施にあたっての参考としていただくため、実際の企業にお

けるリスキリングの取組事例を紹介します。 

 各企業事例は、企業がリスキリングを実施する際の取組手順（以下のステップ 1 から

ステップ 4）ごとに取組内容を整理しました。 

 ステップ 1：リスキリングの方針を決定する 

 ステップ 2：リスキリングのための環境を整備する 

 ステップ 3：知識・スキルの習得機会を提供する 

 ステップ 4：習得した知識・スキルを業務に活かせるよう、評価・処遇を見直す 

 掲載企業は以下のとおりです。（企業名の五十音順） 

 アドバンスシステム株式会社（広島県、情報通信業、31～100 人） 

 医療法人社団明和会 大野浦病院（広島県、医療・福祉業、101～300 人） 

 株式会社センショー（大阪府、金属加工業、31～100 人） 

 西川コミュニケーションズ株式会社（愛知県、印刷業等、301～1,000 人） 

 株式会社八天堂（広島県、食料品製造・販売業、101～300 人） 

 株式会社広島銀行（広島県、銀行業、1,000 人超） 

 株式会社フレスタ（広島県、卸売業・小売業、1,000 人超） 
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6.1 アドバンスシステム株式会社 

企業が注力する領域のスキル習得を、習得機会の提供・時間確保により強力に推進 

アドバンスシステム株式会社 

事業内容 情報通信業 

本社所在地 広島県福山市 設立年 1984 年 従業員数 40 人 

 

【取組の背景】 

 同社はシステム開発事業を実施していますが、IT 関連の技術は非常に変化が早いた

め、常に新しい技術を学び続ける必要があります。 

 また、情報通信業であること、企業規模が小さいことから、従業員の知識・スキルが

商品やサービスの質に、ひいては会社の業績に直結するという思想で人材育成を進め

ています。 

 

【取組の概要】 

 強化するスキルを会社として特定し、知識・スキルを習得する機会の提供や習得する

時間の確保、資格手当の支給により社員の知識・スキルの習得を促進 

 同社では、常に最新の DX 関連技術を活用して、自社の商品やサービスの質を向

上させる必要があります。そのため、企業として強化する領域の特定、知識・ス

キルを習得する時間の確保、処遇への反映等を一貫して実施し、社員に対する知

識・スキルの習得や資格の取得を積極的に支援しています。 

（取組の内容） 

ステップ 1：リスキリングの方針決定 

 6 か月に一度、経営陣から全従業員に対して今後の事業の方向性を説明する機会

を設けています。その際、事業の方向性とあわせて、会社として重視するスキル

や取得してほしい資格を従業員に伝え、リスキリングの方向性を従業員に伝えて

います。 

 また、各社員が有するスキルとそのレベルを可視化したスキルマップを作成して

います。管理職と各社員との毎月の面談の中で、スキルマップも参照しつつ、今

後特に習得すべきスキルについて、会社の方向性と社員の希望とのすり合わせが

なされます。 

ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

 多忙な時期でも知識・スキルを習得する時間を確保できるよう、業務量を管理職

が調整した上で、業務時間中にグループで学ぶ時間を設定する等の取組を行って

います。 

ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

 週単位で、1, 2 時間程度、業務時間中に勉強会（AI 等先進的な分野にも時間を使

っています）を開催しています。各従業員のスキル目標や役割に合う、1 回に 1

日から数日にわたる外部の研修会やセミナーに会社負担で参加させています。 
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ステップ 4：評価・処遇の見直し 

 会社として指定する資格（ベンダーライセンス等約 150 種類が対象）を取得した

従業員には、資格手当が支給されます。約 150 種類のうち、特に会社として重視

する資格には、より高い額の奨励金が設定されています。奨励金の支給は一時金

という形で 1~30 万円と、資格の難易度により差があります。 

 

【取組の効果】 

 リスキリング実施後、実施できる業務の幅が広くなりました。特に、専門的知見が求

められる業務を徐々に実施できるようになってきています。 

 これまでは納期が近づくと残業が増えることもありましたが、専門的知見を保有する

従業員がいることで、トラブルの減少や品質の向上、生産性の向上等、業務の効率化

もできています。 
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6.2 医療法人社団明和会 大野浦病院 

スキルマップや ICT 機器の導入を通じたスキル習得と働きがいの向上 

医療法人社団明和会 大野浦病院 

事業内容 医療・福祉業 

本社所在地 広島県廿日市

市 

設立年 1994 年 従業員数 209 人 

 

【取組の背景】 

 離職による人手不足を防ぐため、職員の働き方改革や働きがい向上には従前から熱心

に取り組んできました。そうした中で、ICT 見守り機器の導入実験や、等級ごとに必

要な知識・スキルや研修をまとめたキャリアラダー（スキルマップ）の作成などを行

い、知識・スキルの習得や職員の働きがい向上をさらに進めています。 

 

【取組の概要】 

 スキルマップにより必要な知識・スキルを明確にし、研修を体系化。副業によるスキ

ル習得も期待 

 以前から職員の医療知識を高めるための教育は継続的に実施してきました。他の

病院から看護部長が入職したことを契機に、推進人材確保・推進体制が整備さ

れ、職員の知識・スキルの向上にさらに注力するようになりました。 

 業務負担軽減、業務効率化のために、介護の現場における ICT 見守り機器導入を

実証実験として実施しました。 

 職員のニーズに応えるために、副業を認めています。 

（取組の内容） 

ステップ 1：リスキリングの方針決定 

 他の病院から看護部長が入職したことを契機に、推進人材確保・推進体制を整備

しました。 

 職員が身に付けるべき能力を明確化し、一人ひとりにあった成長を促すため、教

育委員会が主導してキャリアラダー（スキルマップ）を設定しました。キャリア

ラダーでは、求める知識・スキルと受講すべき研修を、等級に応じて整理してい

ます。 

 キャリアラダーの設定に際しては、看護協会や経済産業省等が作成するキャ

リアラダーをもとに、大野浦病院として独自に重視する能力も含めるように

しました。 

 キャリアラダーは、管理職、一般職、看護職、事務職など、職層や職種問わ

ず正社員全員に適用されます。ラダーの昇格は、指定された研修の受講、課

題の達成、目標達成度から総合的に判断され、ラダーは処遇にも紐づいてい

ます。 
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 業務効率化を進めるため、ICT 見守り機器を活用することとし、必要な知識・ス

キルを習得することとしました。業務に活かすためには、利用者の状況を分析・

考察する必要がありますが、把握した生のデータを読むことが難しく、介護士及

び看護師の分析・考察に非常に時間がかかっていたため、さらにスキルの向上に

取り組むこととしました。 

ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

 従業員一人ひとりに合った成長をしてもらうため、等級ごとに習得すべきスキル

やその習得にあたっての研修内容を定めたキャリアラダーを策定し、キャリア形

成を促しています。 

 ICT 見守り機器の活用に向けて、データを読む練習を 1 か月、データを考察して

業務に活かす練習を 3 か月、若手とベテラン職員がチームを組んでグループワー

ク形式で実施しました。データスキルを習得するグループワークの実施にあたっ

ては、別の部署の介護士や看護師にグループワーク中は業務を担ってもらうよう

に調整することで、全員が参加できるように工夫しました。 

ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

 キャリアラダーに基づき必要な研修を指定し、従業員に受講させています。 

 上記のとおり、ICT 活用に特化した研修も実施しています。 

 副業については、法人外の副業を認めるところから開始し、その後法人内の別施

設で働く副業も解禁しました。介護士・看護師など同一の職種で、別の業態（本

業は入院、副業は通院等）で副業を行う職員が多くなっています。例えば、本業

では高齢者介護施設にて高齢者に対する介護を提供し、副業では障がい者施設に

て若い障がいのある方が入居されている施設で仕事をしています。このように、

異なるスキルが獲得できるという目的で働いています。 

ステップ 4：評価・処遇の見直し 

 キャリアラダーの中で、明和会独自のスキルとして「食支援」・「接遇」・「認知症

ケア」を定めており、この 3 つについて「法人認定マスター制度」（指定の研修

を受け、試験に合格した上で業務スキルの高さを認定する制度）を設けました。

1 つ取得するごとに、月給に 2,000 円加算される仕組みを構築しています。 
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同法人ホームページより引用14 

 

【取組の効果】 

 若手職員とベテラン職員がチームを組んで ICT 機器のスキルの習得に取り組んだこと

で、比較的デジタルに強い若手職員が活躍する機会が得られました。若手職員にとっ

ては、職場に貢献できたことで働きがい向上につながっています。また、職場の一体

感、仕事の裁量度などが好転しました。 

 副業先で身に付けた知識・スキルが本業にも活かされています。職員にとっても収入

面でメリットがあります。なお、開始当初に懸念していた転職は発生していません。 

  

                                                        

14 医療法人明和会 キャリアラダー

https://www.onoura.or.jp/upload/save/page/4bc12bf188fa12d4e2bea10a5a27165c.pdf 

https://www.onoura.or.jp/upload/save/page/4bc12bf188fa12d4e2bea10a5a27165c.pdf
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6.3 株式会社センショー 

業務時間内に新技術等を学び、そこで得た知見で新規事業を実施して売上増加を実現 

株式会社センショー 

事業内容 金属加工業 

本社所在地 大阪市大阪市 創業年 

設立年 

創業：1931 年 

設立：2011 年 

従業員数 65 人 

 

【取組の背景】 

 同社は、製造業の中でも比較的規模の小さいメッキ加工業を営むため、長らく人材確

保を課題としてきました。人材確保のためには、採用された若者がいかにして自分の

仕事に誇りを持つことができるか、社員満足度を高めることができるかが重要と考え

ました。 

 それをどのように実現するかを検討した結果、教育や人材投資が重要であるとの考え

に至りました。つまり、会社への社員の定着のためには、自分が成長していることを

社員に感じてもらえる環境を整備することが大切と捉えています（成長できる職場と

従業員に認知させることが重要です）。 

 

【取組の概要】 

 毎週木曜日や毎月第 3 土曜日に普段できない研修や教育訓練等に充てる日を設定し、

リスキリングの時間を確保 

 人手が少ないため、研修等の時間を捻出することが課題ですが、社員が勤務時間

内に学ぶことができるよう、様々な工夫を行うことにしました。 

（取組の内容） 

ステップ 1：リスキリングの方針決定 

 リスキリングの方針は経営会議（各部門長や役員が参加）で決定します。各部門

長は所属部下の知識・スキルの習得の希望を聞き、経営会議で来季の予算を組む

際に、その希望に応じて誰に、どの教育訓練施設で、何を学ばせるかなどを議論

します。 

 なお、リスキリングの方針は、必ずしも従業員の希望によらず、企業経営上の理

由により決定することもあります。例えば、ある部門を強化したい場合、従業員

の保有スキルを踏まえて対応できそうな従業員をその部門に異動させて、知識・

スキルを習得してもらうといったこともあります。特に現在注力している海外展

開では、海外への営業活動を実施するため貿易実務の知識・スキルを習得させて

います。 

 経営戦略・人材戦略上、特定の業務・部署を強化したい場合、外部からプロフェ

ッショナル人材を採用して、その人を核にして内部人材を育成しています。例え

ば、品質管理部門では、元自動車メーカーの従業員が月に数回来訪して従業員に
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品質管理に関する教育を行っています。そうして知識・スキルを高めた従業員が

品質管理の社内研修を担い、別の従業員に知識・スキルを伝授しています。 

ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

 業務時間にリスキリングの時間を確保しています。毎週木曜日の夕方 30 分（勤

務時間内）は、座学を中心としたメッキ加工等の技術を学ぶ時間に充てることと

しており、その様子を動画で撮影して社内のイントラネットに保存し、オンデマ

ンド型で後から勉強し直すこともできるようにしています。また、毎週第 3 土曜

日は、出勤日ですが作業はせず、普段できない研修や教育訓練等に充てる日（勤

務時間内）としています。さらに、社内で行わない研修の時間や自己啓発に充て

る時間についても、業務を交代できる従業員の投入といった工夫により、会社と

してうまく捻出しています。 

 業務時間にリスキリングの時間を確保することについて、従業員からの反応は概

ね良好です。実際、土曜日は通常業務とはまったく異なる分野（製造課長を集め

て経理内容を教える研修、元自動車メーカーで品質管理を行っていた外部人材か

ら品質管理について聞くなど）の勉強をすることが多いですが、皆興味深く聞い

ています。こういう研修を実施してほしいといった希望が従業員側から出ること

もあります。 

ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

 上記のとおり、座学中心の技術研修の様子を動画で撮影して社内のイントラネッ

トに保存し、オンデマンド型で提供しています。 

 その他、新人研修や管理職登用前の研修の実施、工業組合が実施する研修の積極

的な活用などを行っています。 

ステップ 4：評価・処遇の見直し 

 知識・スキルの習得後は、当該従業員を必ず知識・スキルを活かせる部署に異動

させています。経営戦略・人材戦略上の配置もあれば本人希望の場合もあります

が、前者の戦略上の配置の方が多い傾向です（適性があると判断した従業員に知

識・スキルの習得を推奨し、配置転換します）。具体的には、製造部門から技

術・開発部門に異動させたり、10 年ほど総務業務に従事していた者に品質管理

検定を受験してもらい品質管理部門に異動させたり、購買業務に従事していた者

を 2 年間勉強してもらい経理部門に異動させるといった例があります。 

 メッキ学校に通って高度な技能を習得することが係長や課長昇進の条件となって

おり、リスキリングの結果を昇格・待遇向上に反映しています。 

 

【取組の効果】 

 リスキリングを重要視した取組等により、メッキ加工を行う工場の数を、会社設立時

から 6 年間で 3 倍に増やし、売上も伸びています（令和元年度の売上は、会社設立時

（平成 23 年度）と比べて約 4 倍 ）。売上については景気動向等様々な要因が絡むた

め、売上増加の要因はリスキリングのみとは考えていませんが、リスキリングは売上

増加に寄与していると考えています。 
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 職業能力開発校でメッキ加工に関する知識・スキルを習得したことで、今までできな

かったメッキ業務ができるようになった、メッキ装置の使い方を工夫して効率の良い

加工ができるようになったという業務上のメリットがありました。2 年前に、独自の

表面処理技術を使った自社商品を内製化して海外展開しようとした際には、海外向け

のプレゼンテーションの手法を重点的に学び、海外の展示会に出展することができま

した。 

 リスキリングを実施したことが、新規事業の開発に至ったこともあります。リスキリ

ングによって身に付けた技能の高さを評価してもらったことで、大阪市から紹介のあ

ったベンチャー企業からお声がけいただき、ある案件について共同開発を行うことと

なりました。その共同開発を行っている際に偶然見つけた表面処理技術を用いて、独

自の自社商品の開発へとつながりました。 
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6.4 西川コミュニケーションズ株式会社 

事業環境の変化に対応した人材を育成し、適正部署に配置することで新事業を実施 

西川コミュニケーションズ株式会社 

事業内容 印刷業等（印刷事業、マーケティング事業、AI 事業等） 

本社所在地 愛知県名古屋

市 

創業年 

設立年 

創業：1906 年 

設立：1949 年 

従業員数 411 人 

 

【取組の背景】 

 かつては印刷業が主力事業でした。しかし、1990 年代から紙媒体が縮小していく傾

向にあり、経営戦略として、今後事業として何をやっていくか検討した結果、デジタ

ル含めた紙以外の媒体を扱う事業にチャレンジすることにしました（2000 年前後）。 

 事業転換を進めるにあたって必要となる人材は、社内にいなければ外部から中途採用

で獲得していましたが、2000 年頃以降、社内の営業職等をこうした人材に育成する

ことも始めました。書籍の購入や研修参加の費用を負担するなどのサポートを各部署

単位で実施していましたが、2013 年からは全社的な取組として人材教育をスタート

しました。 

 

【取組の概要】 

 必要スキルを明確化し、業務時間内でスキル習得を推進。資格取得者は適正部署に配

置 

 急激に変化する時代への危機感を強く持っていました。激動の中で生き残ってい

くためには、自分たちのスキルや知見を時代に対応したものに更新していくこと

が必須と考えました。そこで、新しい知見やスキルを身に付けるための学習時間

をしっかりとっていこう、従業員に対しそのためのサポートをしていこうという

ことで、リスキリングを進めています。 

（取組の内容） 

ステップ 1：リスキリングの方針決定 

 「先進技術を柔軟に取り込みながら、新しい発想でビジネスモデルを構築できる

人財」の育成を目標に、必要となるスキルセットを事業分野ごとに設定しまし

た。必要スキルは、ロジカルシンキングといった基礎的なスキルに加えて、エン

ジニア向けの高度な技術的知見も含まれますが、例えば、CG コンテンツ制作事

業では JABA スクリプトや C#といったプログラミング言語、AI ソリューション

事業では Python を必須としています。新規事業を立ち上げる際には、その事業

に必要となるスキルを明示しています。こうした必要となるスキルを習得するた

めにリスキングに取り組むこととしています。 

ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

 業務時間を活用して知識・スキルの習得に取り組んでいます。進め方は部署によ

って異なり、半年間は全業務時間を知識・スキルの習得に充て、専門学校への通



54 

 

学や講師を招いての勉強会などを集中的に実施する部署もあれば、業務時間の 2

割を使ってそれぞれ学習や実践を通したスキル習得を進める部署もあります。 

 推奨資格を随時設定しており、個人が希望する資格取得の費用を会社が全額負担

したり、会社方針に沿った課題図書を配付するといった支援を行っています。 

ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

 上記のとおり、専門学校への通学や講師を招いての勉強会などの実施、習得を目

指すスキル別のリスキリングチームにより、学習や実践を通したスキル習得に取

り組んでいます。その結果、①IPA 発行の IT パスポートを全正社員 300 人強向

けに取得推奨し、2023 年 7 月時点で 223 人が取得済みとなっているほか、②デ

ィープラーニング協会発行のジェネラリスト検定（G 検定、AI 関連）を希望者

に推奨し、78 名が取得済みとなっています。 

ステップ 4：評価・処遇の見直し 

 習得した知識・スキルを踏まえた適正な部署への配置も実施しており、新事業を

立ち上げる際にも、資格取得者を優先的に新規部署に配置しています。 

 

【取組の効果】 

 リスキリングを推進することで、基礎的なスキルがどの従業員にも積み上がっている

ため、社内で指示する際に共通言語で話せるという効果があります。 

 事業ごとに見ると、デジタル分野の売上の割合が増えてきており、リスキリングに係

る様々な取組を実施してきた結果、経営環境に適した事業転換ができつつあると感じ

ています。 
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6.5 株式会社八天堂 

推進人材を中心にリスキリングに取り組み、より高度なサービスの実践力を向上 

株式会社八天堂 

事業内容 食料品製造・販売業 

本社所在地 広島県三原市 創業年 

設立年 

創業：1933 年 

設立：1953 年 

従業員数 116 人 

 

【取組の背景】 

 中期経営計画を策定するにあたり、いかに社会に貢献していくかを考え、そのために

は、会社としての人材体制をきちんと整備することが重要と認識するに至りました。 

 そこで、広島県のプロフェッショナル人材雇用施策を活用し、リスキリングの取組を

始めました。 

 

【取組の概要】 

 中途採用者を推進人材として、人材育成マップに基づき外部研修受講や社員留学等を

実施 

 15 年ほど前に新卒採用を開始し、その 1 期生が 35 歳程度になっています。その

ため、それより下の年代は多いが上の世代は少ないという問題がありました。そ

こで、スキルのある人材を採用して、人材育成マップの作成やそれに基づく外部

研修の受講、社員留学の実施など、リスキリングに取組んでいます。 

（取組の内容） 

ステップ 1：リスキリングの方針決定 

 社内のリスキリング推進体制を整備するため、プロフェッショナル人材として、

①営業や商品開発領域、②工場や物流、生産、品質保証体制領域、③経営・人事

や業務改革領域に 8 名中途採用しました。その次の段階として、社内人材を対象

に幅広くリスキリングを実施しています。 

 内部人材育成の方法として、まず「人材育成 Map」を作成し、役職に応じて従業

員が習得すべきスキルを明確にしました。その上で、接客、パン作り、改善力

（八天堂が今後も大事にしていくもの）を社員全員が実践できるようにするた

め、プロフェッショナル研修を実施してリスキリングに取り組むこととしていま

す。 

ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

 知識・スキルの習得に充てる時間を確保するため、経営理念・方針と各自の業務

を結びつけることで仕事を進める際の共通軸を作ったり上司部下の関係を明確に

し、チームミーティングや日報で最新情報を共有したり進捗報告することで、効

率よく短時間で業務を遂行できるようにしています。 

 研修では、1～2 時間で完結する講座づくりやオンラインの活用で、参加しやす

い講座の提供を進めています。 
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ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

 中国経済産業局の研修（ファクトリーサイエンティスト講座（DX 基礎））に 2

名社員を派遣しました。今後は受講した従業員が講師となって社内で広く DX 人

材を育成しようとしています。また、他企業への社員留学（IT システム系の企

業に社員を 1 名派遣）も実施し、DX 関連の知識・スキルを習得させています。 

ステップ 4：評価・処遇の見直し 

 成果達成に必要な能力を強化するといった指標を設けて能力・態度を評価し、成

長のプロセスも評価対象としています。 

 

【取組の効果】 

 プロフェッショナル人材のうち業務改革領域で採用した IT 人材が中心となり、外部

研修やオンライン講座等でデジタルスキルを身に付けた従業員と共に社内の業務改革

を進め、また E コマース領域の強化につなげています。 

 特定分野を深く学ぶというよりは、分野・スキルの幅を広げるという方向性で、社内

人材に幅広くリスキリングを実施中です。これにより新しい価値観や発想を生み出

し、イノベーションの創出につながると考えています。 
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6.6 株式会社広島銀行 

経営戦略上 DX を重視し、社員の IT リテラシー向上や組織体制の強化を実施 

株式会社広島銀行 

事業内容 銀行業 

本社所在地 広島県広島市 創業年 

設立年 

創業：1878 年 

設立：1945 年 

従業員数 3,310 人 

 

【取組の背景】 

 顧客へ提供する価値の向上や、業務効率化・生産性向上のためには DX が必須と考え

ました。2019 年に DX 戦略部門を社内に設置するなど DX に取り組んできましたが、

取組をさらに加速するために、社員の IT リテラシーの向上や、DX 関係の組織体制の

強化等に取り組んでいます。 

 

【取組の概要】 

 事業部門による主体的な DX 推進に向けて、DX 推進責任者の設置や IT パスポート取

得の支援 

 同社では、経営理念や経営ビジョンを実現する上で、DX を重要な成長戦略の一

つとして捉えています。DX は、一部の DX 担当部署のみが推進する形ではなく

各部署が主体的に取り組むべきと考えており、各部署主体の取組や社員のリテラ

シーを高める施策を重視しています。 

（取組の内容） 

ステップ 1：リスキリングの方針決定 

 バンキング業務、アセットマネジメント業務のそれぞれについて、一般行員を対

象に細かなスキル診断を実施しました。スキルレベルは 3 段階に分け、レベルご

との人数を把握しています。スキルレベルごとに受けるべき研修を定めた上で、

研修を実施します。 

 それぞれの事業部門が主体的に DX を推進するために、各事業部門に DX 推進責

任者（部長クラス）や DX 推進リーダー（担当者クラス）を配置し、DX の推進

体制を強化・明確化しました。 

ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

 朝や夕方の 1 時間程度（業務時間内）、若手従業員を中心に、勉強会を各支店主

導で実施しています。 

 IT リテラシー向上のために社員の IT パスポートの取得を支援しており、全社員

の 30％が資格取得することを目標として掲げています。IT パスポートをはじめ

とした IT 系の資格は、資格取得に要する費用を会社が負担し、資格取得を支援

しています。 

 社内インターンシップと、キャリアチェンジサポート（社内転職＝職種転換）か

ら成る「キャリアデザイン制度」により、従業員のキャリア形成を支援していま
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す。社内インターンシップは、2022 年度に会社全体で 100 名程度が利用しまし

た。職種転換は同時期に 7 名が利用し、窓口業務から他の職種（コンサルティン

グなど）に移動するという形で実施されました。 

ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

 従業員のスキルレベルに応じた研修を実施しています。特に OFF-JT 研修では、

知識習得型の研修のみならず、グループワークやアクティブラーニングなどを行

います。 

 業務スキルの最高レベル「マイスター」認定者については、社外研修を受講する

ことも認めています。 

 若手従業員を中心に、朝や夕方に 1 時間程度、勉強会を各支店主導で実施してい

ます。その際は、各支店の上司が講師として支援しています。 

 国内外の経営大学院への留学派遣、外部機関への出向派遣も適宜実施していま

す。 

 土曜日に自由参加型セミナーを開催し、学ぶ意欲の高い従業員の希望にも応えて

います。 

ステップ 4：評価・処遇の見直し 

 IT 系の資格取得を直接昇給や昇格に反映することはしていませんが、資格を取

得した上で業務上成果を上げれば、昇級や昇格にも結びついていきます。 

 また、社員は毎年の目標管理制度においてチャレンジ目標（社員自身が設定する

目標）を設定することとなっており、ここに資格取得を掲げた場合は資格取得が

昇格・昇給に結びつくこともあります。 
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DX 推進体制（2023 年 4 月開始） 

ひろぎんホールディングス統合報告書 2022 より抜粋15 

 

【取組の効果】 

 社員の IT リテラシー向上が顧客への提供価値の向上につながっています。例えば、

IT に苦手意識のあった社員が IT パスポートの取得以降は苦手意識を持たずに業務で

取り扱えるようになったことや、各社員が IT 担当者と共通言語で話せるようになっ

たことが挙げられます。 

 営業現場でも DX や IT が関連する案件が増えていますが、各社員が IT リテラシーを

身に付けていることで DX や IT が関わる案件にも積極的に対応できるなど、営業活

動にも好影響が表れています。 

                                                        

15 広島銀行「ひろぎんホールディングス 統合報告書 2022 本編」https://www.hirogin-

hd.co.jp/library/integrated/2022/book/index.html#target/page_no=87。 

https://www.hirogin-hd.co.jp/library/integrated/2022/book/index.html#target/page_no=87
https://www.hirogin-hd.co.jp/library/integrated/2022/book/index.html#target/page_no=87
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6.7 株式会社フレスタ 

必要スキルを明確化してパートタイマーの育成に注力し、上級職への転換を実現 

株式会社フレスタ 

事業内容 卸売業・小売業 

本社所在地 広島県広島市 創業年 

設立年 

創業：1887 年 

設立：1951 年 

従業員数 5,464 人 

 

【取組の背景】 

 同社では、パートタイマーが店舗運営の中心的な戦力となっており、パートタイマー

の育成は必要不可欠です。 

 同社では 2005 年頃から、人口減少や生産年齢人口の減少の影響により、将来的に従

業員の確保が難しくなるのではないかという危機感を持っていました。そこで、少な

い従業員で店舗を運営していくために、すでに同社で働いているパートタイマーのさ

らなる活躍が求められていました。 

 そこで、パートタイマーの能力を最大限に発揮させ、その能力を適切に評価するため

に、2011 年に「資格等級制度」、2012 年に「職務能力評価制度」を導入し、パートタ

イマーの育成に力を入れています。 

 

【取組の概要】 

 必要なスキルを設定・明確化し、評価向上に向けた目標を可視化 

 パートタイマーを育成し、正当に評価すべく、部門において必要なスキルを明確

化することにしました。 

 2012 年より、職務能力評価制度を導入しました。これは、セルフチェック→上

長による評価→フィードバック、という流れで行い、パートタイマーの評価の透

明性を維持し、各従業員の目標を明確にするものです16。 

 パートタイマー向けに多様な研修を行い、スキル評価結果に基づき上級職に昇格 

 パートタイマーのスキルアップを目的として、多種多様な研修を実施することに

しました。 

（取組の内容） 

ステップ 1：リスキリングの方針決定 

 職務能力評価制度に基づき、6 月と 1 月に人事考課を行っています。この制度で

は、評価項目を「共通項目」と「選択項目」の 2 種類に分類しています。共通項

目は、一般的に社会人に必要なスキルについての 12 項目、選択項目は、担当す

る部門ごとに必要なスキルを 35 項目設定しています。共通項目は全ての部門で

                                                        

16 現在、職務能力評価制度については、部門の垣根を超えた部門フリーの職務勤務体系の実

現等に向け、マルチジョブ推進に係る改定も検討されています。 
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共通であり、選択項目は 8 つの部門ごとに必要とされているスキルに応じて設定

しています。 

 資格等級制度を導入し、等級ごとに設定した研修やイントラネットを活用した e

ラーニングにより、スキルの習得・向上に取り組んでいます。 

ステップ 2：リスキリングのための環境の整備 

 正社員と同様に、パートタイマーも集合研修（出勤扱い）や勤務時間中に部門別

研修、イントラネットを活用した e ラーニングを受講することができます。 

 自己啓発の位置付けとしての研修（公休扱い）にも、参加することができます。 

 業務に係る知識の取得や、キャリアアップにつながる研修、健康に関する内容、

ビジネススキル、専門資格を取得できる通信教育講座については、修了者に対し

て、受講金額の半額を支援しています。 

ステップ 3：知識・スキルの習得機会の提供 

 集合研修として、等級ごとに設定した研修や自己啓発の位置づけとしての研修を

実施しています。また、等級に関係なく、パートタイマー全員が勤務時間中に自

由に e ラーニングを受講することができます。 

 2014 年より、肉・魚・野菜・総菜部門において、部門別研修を 3 か月に 1 度実

施しています。この研修の中には部門で求められる専門的な知識に関する研修の

ほかに、「上級職としての働き方」や「シフトの決め方」等の研修も整備し、パ

ートタイマーが将来的に上級職（パートタイマーの最上級職階）への昇格を意識

できるよう工夫しています。 

 上級職候補者に向けては、マネジメント基礎、流通・小売業の役割、計数管理演

習、PC スキル向上（イントラネットや発注端末の活用方法等）といった、より

高度で実践的な研修を実施しています。 

ステップ 4：評価・処遇の見直し 

 評価項目ごとの達成度を自己評価した後にチーフと店長が評価しています。 

スキル評価結果に基づき、昇給と賞与額を決定し、昇格試験の受験資格を付与し

ています。 

 多様な研修により、パートタイマーの保有スキルが向上した結果、昇格試験を受

験し、うち 70%程度・毎年 30 名程度が中級職から上級職に昇格しています。さ

らに、所属部店長の推薦を得る等の要件により、正社員への登用の道も開かれて

います。 
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研修・資格試験一覧 

※厚生労働省ホームページより抜粋17 

 

【取組の効果】 

 パートタイマー自身が求められているスキルや役割をより明確に認識することができる

ようになったため、目標達成のために積極的に仕事に取り組む者が増えました。また、

評価結果が処遇に反映されることで、仕事に対する意識の持ち方が変わってきました。 

 このように、パートタイマーの意欲・能力が向上し、パートタイマーの業務範囲が拡大

することで、作業に追われがちであった現場の業務を見直すことができ、店舗全体の業

務の効率化につながっています。 

 

                                                        

17 厚生労働省「多様な働き方の実現応援サイト」https://part-

tanjikan.mhlw.go.jp/navi/cases/case_0059/ 

https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/navi/cases/case_0059/
https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/navi/cases/case_0059/
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⚫ DXの進展の段階として、未着手、導入、運用、応用の段階があり、それぞれの段階に合わせたリス

キリングが必要である。

DXの進展段階に応じた対応の必要性

DXに着手できていない

DXに着手しデータの
デジタル化等ビジネス
改革の基盤を整備

生産・サービス提供のプロ
セスに変化が生じ、DXが
利益構造に大きく寄与

ビジネスにおける価値構
造そのものに変化が起き
複数事業者での相乗効果
も発生

未着手

※各段階の具体的なイメージは次頁の通り

導入

運用

応用

参考１

Administrator
テキストボックス
附属資料１
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部門別のDX進展段階（経営管理部門）

デジタル成熟度

分類・定義

未着手 導入 運用 応用

DXに着手できていない
DXに着手しデータのデジタル化等
ビジネス改革の基盤を整備

生産・サービス提供のプロセスに変化が生
じ、DXが利益構造に大きく寄与

ビジネスにおける価値構造そのものに変
化が起き複数事業者での相乗効果も発生

組織機能・部門 人材 アナログ、紙でのやり取り アナログからデジタルへの移行
デジタルデータを利用した
ビジネスプロセスの変革

デジタルネットワークを活用した
顧客価値・体験の新規創造

戦

略
経営・取締役会
経営企画

経営人材
キャッチアップモデル
（大量生産・利益追求）

効率化・生産性上昇
➡DX化による恩恵と費用対効果等の理
解、デジタル改善戦略

デジタル化による新たな価値創造からの
売上創出

➡データドリブン戦略・イノベーション志向

新たなバリューチェーンの創出

➡デジタルマーケティング戦略

管

理
経理・財務 事務系

手動での紙へのデータ記載、判子を
用いた決済

ペーパレス化によるコスト削減、業務効率
化、BCP対策
➡Word、Excel等のソフトを使った文書
作成、表計算

自動化による人的ミス回避、属人化の解消、
経営戦略検討の素材（データのリアルタイ
ム化）
➡承認フローの電子化、クラウド化、RPA、
業務システムの相互連携・統合化

精密な与信判断による最適な利率等適用、
最適なリスク管理

➡クラウド会計サービスで収集された企業
データを与信管理に活用

人事 事務系
手動での紙へのデータ記載、判子を
用いた決済

ペーパレス化によるコスト削減、業務効率
化
➡Word、Excel等のソフトを使った文書
作成、表計算スキル、ウェブアプリケー
ションによる採用活動

従業員のスキルや強みなどの可視化によ
る戦略人事、従業員のワークエンゲージメ
ント向上
➡労務管理（勤怠、健康管理、給与、社会保
険、福利厚生等）のデジタル化・統合化、
人的資本管理（タレントマネジメント）の
デジタル化、採用管理システムの相互連
携・統合化

規模業種職種を超えた最適な人材配置（企
業間ローテーション含む）、働きがい向上

➡リファーラル採用の進展、クロスアポイン
トメント等の企業間も含めた人材配置

法務・総務 事務系
紙ベースでの書類作成、判子を用い
た決済

ペーパレス化によるコスト削減
➡Word、Excel等のソフトを使った文書
作成、PDF等による文書管理

自動化による人的ミス回避、AIによるリス
クヘッジ

➡承認フローの電子化、クラウド化、RPA、
業務システムの相互連携・統合化、AI活
用自動化による人的ミス回避、AIによる
リスクヘッジ

最適なリスク管理

➡AI等による完全自動化・無人化

広報・IR 事務系
手動・紙ベースでの広報、判子を用
いた決済

ペーパレス化によるコスト削減、業務効率
化
➡Word、Excel等のソフトを使った文書
作成、表計算スキル、ウェブアプリケー
ションによるプレスリリース

自動化による人的ミス回避、部門を超える
情報の精度・迅速性担保

➡承認フローの電子化、業務システムの相
互連携・統合化

新たなバリューチェーンに基づくリレーショ
ン構築

➡AI等による完全自動化・無人化

リスクマネジメント・
セキュリティ

事務系/技術系 物理的なセキュリティ対策
ウィルス対策（ソフトウェアの更新、セキュ
リティソフトの利用等）

サイバーセキュリティ対策、クラウドサービ
スを利用する上での対策（責任範囲の明確
化、クラウド停止時の代替案の準備等）

ブロックチェーン、量子暗号化

情報システム 技術系

注：各セルでは、「知識・スキル習得の目的➡手段」を掲載している。
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部門別のDX進展段階（製造業）

デジタル成熟度

分類・定義

未着手 導入 運用 応用

DXに着手できていない
DXに着手しデータのデジタル化等
ビジネス改革の基盤を整備

生産・サービス提供のプロセスに変化が
生じ、DXが利益構造に大きく寄与

ビジネスにおける価値構造そのものに変化
が起き複数事業者での相乗効果も発生

組織機能・部門 人材 アナログ、紙でのやり取り アナログからデジタルへの移行
デジタルデータを利用した
ビジネスプロセスの変革

デジタルネットワークを活用した
顧客価値・体験の新規創造

研究

・

開

発
研究・開発 技術系

ワイガヤ、トライ&エラー、2次元図面、
ウォーターフォール型開発

改善点を活かした効率的・高品質な開発

➡システムを用いたアジャイル型・データ駆動
型開発（データ収集・効果検証）

開発コスト（時間・費用・人員）の削減

➡MBDやVR空間上での設計による試作レス、
AIによる自動開発

新たな連携による斬新な製品の開発

➡メタバース・デジタルツイン空間での他業種
との研究開発実証による、アイデア獲得

事

業

製品企画 事務系/技術系
ワイガヤ、顧客からの生の声（アナロ
グ）の反映、2D画面による設計

設計に要する時間短縮

➡3D CADやBIMによる、リアルで正確な設
計・図面作成

より売上・収益向上確度の高い新製品企画

➡AI活用による顧客からの生の声のデータ化
に基づいた、的確なマーケティング・製品企
画

新たな連携による斬新な製品の企画、既存製
品の最適な改良

➡メタバース・デジタルツイン空間における他
業種との商品企画による、アイデア獲得

購買・調達
生産管理

事務系/技術系
手書きでの帳票入力による在庫把握、
生産・受発注管理

リアルタイムでの効率的・正確な在庫管理（不
良発生の把握含む）による、コスト・工数面
で無駄のない受発注の実現

➡デジタルデータを用いた在庫状況の可視化

生産～輸送～組立に至るサプライチェーン全
体の最適化、物流網の改善（適時の部品調
達）、適切な作業・スケジュール管理

➡PDMやクラウド、生産管理アプリ等の活用
による、部品調達情報や製品データの一元
管理、AI等による全自動在庫管理

他業者と連携した効率的な資材調達、発注先
をレコメンドする調達サービスの開発

➡業種横断でのサプライチェーン調達情報を
クラウドに集約

生産・製造 技術系 手動、すりあわせ、匠の技、経験と勘
一部軽作業の自動化によるコスト削減

➡ロボット、IoT機器等デジタル機器での製造

リアルタイム製造等による生産性向上

➡RPAや3Dプリンターを用いた製品の自動
生産、メタバース・デジタルツイン空間にお
ける製造シミュレーション

他分野の製品製造への参入（新ビジネスの展
開）

➡製造過程のデジタル化により製品データを
可視化・収集し、他分野の類似製品に適用

品質管理 事務系/技術系
手動、紙、目視、検査装置を用いた人
主体の検査、性能試験、抜き取り検査

正確・迅速な検査の実現

（人手をかけずに高精度な不良品発見）

➡デジタル設備での検査

検査レス、自律制御や異常予測、製品品質予
測の実現による効率的な品質管理

➡AIの検査による全製品のデジタルトレーサ
ビリティ確保、熟練社員の知見のデータ化
による高品質・標準的な製造方法の確立

他分野の製品品質管理への参入（新ビジネス
の展開）

➡品質管理情報を可視化・データ化して収集
し、他分野の類似製品に適用

物流・配送 事務系
経験と勘による配送計画の策定・実
施

配送コスト（時間・費用・人員）の一部削減

➡配送状況のリアルタイムでの把握による、運
送ルート・積載計画の改善

配送コスト（時間・費用・人員・CO2）の最大限
の削減

➡AIによる運送ルート・積載計画の最適化

配送による収益確保

➡他社の配送データ連携による、自社製品だ
けでなく他製品の一括配送

営業・サービス 事務系/技術系
訪問（対面）営業、人脈を利用したノウ
ハウ

訪問減少やコンタクト先の一覧管理による、営
業に要する時間的コストの削減

➡デジタル端末を活用した営業活動、名刺の
デジタル化による顧客リスト作成

適時での営業活動・提案の実現

➡顧客情報一元化・解析、マーケティングの自
動化、AIチャットボットによる顧客コミュニ
ケーション（顧客ニーズ収集含む）

顧客満足度向上、ニーズ収集・アイデア獲得に
よる新製品の企画・開発、既存製品の改良

➡メタバース空間における、オンライン商談や
パートナー・顧客との共創活動

製造に関連する
その他部門
（建設、インフラ管理）

技術系
機器・インフラの修繕・被害箇所の目
視確認

修繕コスト（時間・費用・人員）の一部削減

➡荷重・交通量シミュレーションモデルの構築
等による、適切な修繕機会の把握・修繕実
施

修繕コスト（時間・費用・人員）の最大限の削減

➡ロボット・ドローン等を活用した自動での修
繕・遠隔管理の実施

維持管理のストック型ビジネス開発（修繕の自
動レコメンド機能）、確認結果に基づく工事
見積や保険金支払い手続代行ビジネス

➡設備・インフラ状況や修繕実績のデジタル化

注：各セルでは、「知識・スキル習得の目的➡手段」を掲載している。



4

部門別のDX進展段階（非製造業）

デジタル成熟度

分類・定義

未着手 導入 運用 応用

DXに着手できていない
DXに着手しデータのデジタル化等
ビジネス改革の基盤を整備

生産・サービス提供のプロセスに変化が生
じ、DXが利益構造に大きく寄与

ビジネスにおける価値構造そのものに変
化が起き複数事業者での相乗効果も発生

組織機能・部門 人材 アナログ、紙でのやり取り アナログからデジタルへの移行
デジタルデータを利用した
ビジネスプロセスの変革

デジタルネットワークを活用した
顧客価値・体験の新規創造

事

業

営業事務
（購買・調達・経理）

事務系/販売系 紙ベースの受発注、予約管理

売上・確定業務の自動化、在庫確認の時間
ロスを効率化

➡デジタルデータでの受発注管理

ハード管理コスト削減、アップデートによる
保守、人件費削減

➡システムのクラウド化、RFIDの活用

食品ロスの減少、稼働率の向上や利益最
大化

➡AIによる需要予測、ダイナミックプライ
シング

他業者と連携した効率的な資材調達、発注
先をレコメンドする調達サービスの開発

➡業種横断でのサプライチェーン調達情報
をクラウドに集約

企画営業・販売 事務系/販売系
訪問（対面）営業、人脈を利用したノ
ウハウ

遠隔地顧客の獲得、高頻度のコンタクト、
OMOによる新たな価値体験

➡Web関連ツール・アプリを用いた営業・
接客・予約

担当への問い合わせコスト削減

➡クラウドでのナレッジシェア、チャット
botの活用

潜在顧客の割り出しと営業方法の提案、オ
ンライン化に伴う対象顧客増加

➡プロセス可視化、顧客情報一元化・解析、
マーケティングの自動化

サービス間シームレスなダイレクトマーケ
ティング

➡POS等のデータ連携

サービス企画・提供
事務系・販売・
サービス系

対面・紙でのサービス提供

人件費削減、効率化

➡介護、接客ロボットの導入

サービスの効率化（観光ルートやスポット
の推薦）

➡アプリの導入

顧客行動から新サービスの検討

➡連携したデジタルデータ・電子タグ
（RFID）の活用

バーチャル観光による利益、混雑緩和、避
難支援によるリスク対策

➡VR・AR、アプリ

宿泊付加価値向上による顧客満足度やリ
ピート率の上昇

➡顧客歴デジタル化、車両自動認識

産業・サービスをまたいだ共創（自動運転
と自動車保険等）

➡基幹システムクラウド化により、API連
携等による新サービス提供

観光地域内サービスのシナジー

➡観光地域プラットフォームと各企業サー
ビスのデータ連携、地域通貨

注：各セルでは、「知識・スキル習得の目的➡手段」を掲載している。



研究・開発

経営・取締
役会

経営企画 経理・財務 人事 法務・総務 広報・IR
リスクマネジメン
ト・セキュリティ

情報システム 研究・開発 製品企画
購買・調達
生産管理

生産・製造 品質管理 物流・配送
営業・サー

ビス

製造に関連
するその他

部門（建
設、インフ
ラ管理）

営業事務
（購買・調
達・経理）

企画営業・
販売

サービス企
画・提供

サブカテゴリー スキル項目

想定される職務の変化
活用事例の理解

（運用・応用段階の目的）

自らの業務においてどんなDX
が起きているか知っている・語

れる

世界的な経
済社会潮流、
AIを活用し
た需要予測・
マーケット

シェア等の予
測

財務情報の
リアルタイム

把握、BI
ツール（集
計・可視化

ツール）を活
用した効率
的な経営指
標の把握、市
場将来予測

AI-OCRや
RPAを活用
した伝票起

票業務

タレントマネ
ジメントシス
テムを活用
した人事考
課・人事異

動、求人媒体
サービス

（データ）の
活用

電子契約書、
契約書の自
動レビュー・
自動作成、知
財管理・活用

ソーシャルメ
ディア活用、
自社サイトで
のSEO（検

索エンジン最
適化）活用

AI等の活用による
サーバー等の脆弱性
やサイバー攻撃への

対応

データ統合基盤シス
テム

MBDでの設
計、メタバー
ス・デジタル
ツイン空間で

の実証

AIを活用し
たマーケティ
ング（顧客
ニーズの適
切な把握）

PDM（製品
情報管理シ
ステム）やク
ラウド等によ
る在庫管理

RPAや3D
プリンターに
よる自動生

産

AI活用によ
るデジタルト
レーサビリ

ティの確保、
人間では気
づかない異
常の発見

AIによる運
送ルート・積
載計画の最

適化

メタバース
空間での

パートナー・
顧客との共

創活動

ロボット・ド
ローン等を
活用した自

動での修繕・
遠隔管理

AIによる需
要予測、ダイ
ナミックプラ

イシング

営業接客
ツールを用
いた遠隔営
業、ソフトを
用いた営業
予約と情報

共有
チャットbot
やSNSを用
いた販促、顧
客情報解析

対人（介護・
接客）ロボッ
トの活用、各
種サービス
を補助する
アプリの活

用（観光ルー
トやスポット
推薦）等によ
り、新しい

ターゲットや
価値を生み

出す

データ
自らの業務におけるDX化が必
要なデータがわかる、必要な

データを想起しアクセスできる

財務情報、競
合他社等の
財務情報他

財務情報
経費伝票情

報

従業員の職
歴や知識・ス
キル、資格情

報

契約書情報、
知財情報

公式サイト閲
覧情報

サーバ等へのアクセ
スデータ、ヒヤリハッ

ト情報
システムアクセス情報

研究開発
データ（実

証・試作結果
など）

製品データ
（スペック情

報）

原材料調達
情報、製品
ニーズデー

タ

製造データ
（個数・所要
時間など）

品質データ、
検査履歴（不
良品割合な

ど）

車両スペッ
ク、荷物デー
タ、走行履歴

取引相手の
連絡先（名刺

データ）

製造設備等
インフラ点検

履歴

RFID、POS
データ

顧客属性や
購入履歴

介護者の離
床時間、観光
ルート履歴、
サービス利

用履歴

需要予測ソ
フト等

会計ツール
（freee／弥

生等）

タレントマネ
ジメントシス
テム、採用管

理ツール

リーガルテッ
ク

CMS（コン
テンツ管理
システム）、

ソーシャルメ
ディア

リスクマネジメント
ツール、将来予測シス

テム（リスク予兆）

データ統合基盤シス
テム

サービス・ア
プリ

3次元設計
モデル

（BIM/CIM
）

需要予測ソ
フト等

営業管理ソ
フト、SNS

（LINE/Twi
tter/Insta
gram等）

サービス・ア
プリ

社内外の
データを用
いたリサー
チを実施し
事業計画等
を策定する
ことができ

る

経理・財務に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

人事に関す
るソフトウェ
アを用いて
自らの業務
を遂行でき

る

法務・総務に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

広報等に関
するソフト

ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

リスク等に関するソフ
トウェアの知識を用
いて自らの業務を遂

行できる

情報システムに関す
る知識を用いて自ら
の業務を遂行できる

研究・開発に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

製品企画に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

購買・調達・
生産管理す
るソフトウェ
アを用いて
自らの業務
を遂行でき

る

生産・製造に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

品質管理に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

物流・配送に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

営業・サービ
スに関する
ソフトウェア
を用いて自
らの業務を
遂行できる

関連するソ
フトウェアを
用いて自ら
の業務を遂
行できる

営業事務に
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

企画営業・販
売に関する
ソフトウェア
を用いて自
らの業務を
遂行できる

サービスに
関するソフト
ウェアを用い
て自らの業
務を遂行で

きる

データ解析・AI

データを読む・説明する、データ
を扱う、データによって診断す

る。
また、そのためにAIを活用でき

る。

クラウド
クラウドの仕組みを理解し、クラ
ウドができること・できないこ
と、活用可能性を知っている

社内にてクラウドに
関する相談にのるこ
とができる

ハードウェア
コンピューターやタブレット、ス

マートフォン及び関連デバイスを
活用できる。

社内にてハードウェ
アに関する相談にの
ることができる

ソフトウェア
各種ソフトウェアや社内システム

の仕組みを理解し、使い方を
知っている

社内にてソフトウェア
に関する相談にのる
ことができる

ネットワーク
ネットワークやインターネットの
仕組みを理解し、使い方を知っ

ている

社内にてネットワーク
に関する相談にのる
ことができる

セキュリティ

セキュリティ技術の仕組みと個
人がとるべき対策を理解し、安
心してデータやデジタル技術を

利用できる

社内にてセキュリティ
に関する相談に乗る
ことができる

社内にてセキュリティ
に関する相談にのる
ことができる

モラル

デジタル時代で求められるモラ
ルを持ち、適切にインターネット
上のコミュニケーションやデータ

活用ができる

社内にてモラルに関
する相談に乗ること
ができる

コンプライアンス
業務でデータや技術を利用する
ときに、自身の業務が法規制に
照らして問題ないか確認できる

社内にてコンプライア
ンスに関する相談に
乗ることができる

導入・運用段階
スキル整理表

新規アプリ・ソフトウェアのインストール・
アンインストールができる

自社製造設備や生産管理システム等を適切に活用できる

事業 事業

スキル・具体例

各種設計ソフト（MBD、
3D CADなど）、研究開発
データ・製品データ管理ソ

フト（クラウド等）

需要予測・生産管理ソフト等

具体的なデータやツール

一般従業員

クラウドサービスのメリット・デメリットを理解できる

Office（Excel、Word、PowerPoint）、ブラウザ、オンライン会議ツール（Zoom、Teams、Webex）、オンラインコミュニケーションツール（Teams、Slack、LineWorks）、仮想ドライブ（GoogleDrive・dopbox）、その他汎用的な新技術やツール（ChatGPT等）

プライバシー・知的財産権・著作権の示すものや、その保護のための法律、諸外国におけるデータ規制等について知り、遵守できる

人間関係のトラブルを起こさずにデジタルコミュニケーションができ
る

捏造・改ざん・盗用などのデータ分析における禁止事項を知り、適切
にデータを利用できる

サーバー、LAN、中継機等の仕組みと役割を理解できる
タブレットを用いた簡単な操作（動画の再生、ブラウザの利用等）ができる

ツール利用

右ツールの利用方法を理解し、
状況に合わせて適切なツールを

選択・利用できる
生成系AIなど、新しいツールや
技術について随時情報を収集し

必要に応じて活用できる

経営・管理部門
事業部門

製造業 非製造業

戦略 管理

求める人材像

データを集計し2-3枚程度の集計レポートを作成できる
数十件程度のデータからグラフを作成できる

データの性質を理解するために、データを可視化し眺めて考えることの重要性を理解している
目的応じた集計を実施し、データから知見を見出すことができる

ニュース記事などで統計情報に接したときに、数字やグラフの持つメッセージを理解できる
AIを活用して実施可能なことと、そうでないことを理解できる

AIの活用に際しその結果の妥当性を領域の知識等に基づき判断できる

クラウドサービスのメリット・デメリットを理解できる

サーバー、LAN、中継機等の仕組みと役割を理解できる
タブレットを用いた簡単な操作（動画の再生、ブラウザの利用等）ができる

プライバシー・知的財産権・著作権の示すものや、その保護のための法
律、諸外国におけるデータ規制等について知り、遵守できる

人間関係のトラブルを起こさずにデジタルコミュニケーションができる
捏造・改ざん・盗用などのデータ分析における禁止事項を知り、適切にデータを利用できる

新規アプリ・ソフトウェアのインストール・アンインストールができる

WiFi、無線LAN、VPN等について理解し、適切にネットワークへ接続できる WiFi、無線LAN、VPN等について理解し、適切にネットワークへ接続できる

メール送受信やウイルス対策といった情報セキュリティに関する知識
を習得し（e-learning等で着実に理解）、日々の業務で確実に実践

できる
データ、AI、機械学習の意図的な悪用（フェイクニュース、Botの悪用
など）があり得ることを勘案し、技術に関する適切な知識と倫理を身

につけている

メール送受信やウイルス対策といった情報セキュリティに関する知識を習得し（e-learning等で着実に理解）、日々の業務で確実に実践できる
データ、AI、機械学習の意図的な悪用（フェイクニュース、Botの悪用など）があり得ることを勘案し、技術に関する適切な知識と倫理を身につけている

附属資料２



経営・取締役
会としてツー
ルを用いた
リスク管理、
業務指示お
よび組織マ
ネジメントが

できる

経営企画と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ
ジメントがで

きる

経理・財務と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ

ジメントがで
きる

人事として
ツールを用

いたリスク管
理、業務指示
および組織
マネジメント

ができる

法務・総務と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ

ジメントがで
きる

広報・IRとし
てツールを

用いたリスク
管理、業務指
示および組
織マネジメン
トができる

リスクマネジメント・
セキュリティとして
ツールを用いたリス
ク管理、業務指示お
よび組織マネジメン

トができる

情報システムとして
ツールを用いたリス
ク管理、業務指示お
よび組織マネジメン

トができる

研究・開発と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ

ジメントがで
きる

製品企画と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ
ジメントがで

きる

購買・調達
生産管理と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ
ジメントがで

きる

生産・製造と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ

ジメントがで
きる

品質管理と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ

ジメントがで
きる

物流・配送と
してツール
を用いたリ
スク管理、業
務指示およ
び組織マネ
ジメントがで

きる

営業・サービ
スとしてツー
ルを用いた
リスク管理、
業務指示お
よび組織マ
ネジメントが

できる

その他部門
としてツール
を用いたリ
スク管理,業
務指示およ
び組織マネ

ジメントがで
きる

営業事務
（購買・調達・
経理）として
ツールを用

いたリスク管
理、業務指示
および組織
マネジメント

ができる

企画営業・販
売としてツー
ルを用いた
リスク管理、
業務指示お
よび組織マ
ネジメントが

できる

サービス企
画・提供とし
てツールを

用いたリスク
管理、業務指
示および組
織マネジメン
トができる

データ解析・AI

データを読む・説明する、データ
を扱う、データによって診断す

る。
また、そのためにAIを活用でき

る。

クラウド
クラウドの仕組みを理解し、クラ
ウドができること・できないこ
と、活用可能性を知っている

社内にてクラウドの
技術面について全社
的な検討・相談をす
ることができる

ハードウェア
コンピューターやタブレット、ス

マートフォン及び関連デバイスを
活用できる。

社内にてハードウェ
アの技術面について
全社的な検討・相談
をすることができる

ソフトウェア
各種ソフトウェアや社内システム

の仕組みを理解し、使い方を
知っている

社内にてソフトウェア
の技術面について全
社的な検討・相談を
することができる

ネットワーク
ネットワークやインターネットの
仕組みを理解し、使い方を知っ

ている

社内にてネットワーク
の技術面について全
社的な検討・相談を
することができる

セキュリティ

セキュリティ技術の仕組みと個
人がとるべき対策を理解し、安
心してデータやデジタル技術を

利用できる

社内にてセキュリティ
の非技術的側面につ
いて全社的な検討・
相談をすることがで
きる

社内にてセキュリティ
の技術面について全
社的な検討・相談を
することができる

モラル

デジタル時代で求められるモラ
ルを持ち、適切にインターネット
上のコミュニケーションやデータ

活用ができる

社内にてモラルの非
技術的側面について
全社的な検討・相談
をすることができる

コンプライアンス
業務でデータや技術を利用する
ときに、自身の業務が法規制に
照らして問題ないか確認できる

社内にてコンプライア
ンスの非技術的側面
について全社的な検
討・相談をすることが
できる

その他
DX推進人材としての役割の一

部を担うことができる
リーダー・管理職として、基礎的なデジタル技術の活用のみならず、他者を巻き込み部署や全社でDXを推進するための役割を担うことができる

（詳細はDX推進人材等に求めるスキル参照）

サーバー、LAN、中継機等の仕組みと役割を理解し、適切な活用を依頼できる
タブレットを用いた簡単な操作（動画の再生、ブラウザの利用等）ができ、適切な活用方法について指示を出せる

リーダー・管理職

データを集計し10枚程度の集計レポートを作成できる
集計レポート作成等のため、初歩的なデータの集計方法について指示を出せる

自らの業務に近い領域においてAIの活用可能性（どのようなサービスに使われているか）を知り、適切に活用されているか判断できる

自社製造設備や生産管理システム等を適切に活用、選定できる
新規アプリ・ソフトウェアのインストール・
アンインストールができ、必要なソフト

ウェアの選定をできる

クラウドサービスのメリット・デメリットを理解し、適切なサービスを選定できる クラウドサービスのメリット・デメリットを理解し、適切なサービスを選定できる

サーバー、LAN、中継機等の仕組みと役割を理解し、適切な活用を依頼できる
タブレットを用いた簡単な操作（動画の再生、ブラウザの利用等）ができ、適切な活用方法について指示を

出せる

新規アプリ・ソフトウェアのインストール・アンインストールができ、必要なソフトウェアの選定をできる

WiFi、無線LAN、VPN等について理解し、適切にネットワークへ接続でき、問題点が生じた際には専門の
人材へ相談して解決の方針を判断できる

求める人材像

メール送受信やウイルス対策といった情報セキュリティに関する知識を習得し（e-
learning等で着実に理解）、日々の業務で確実に実践できるとともに、組織として

対応を検討できる
データ、AI、機械学習の意図的な悪用（フェイクニュース、Botの悪用など）があり得
ることを勘案し、技術に関する適切な知識と倫理を身につけた上で、組織としてリス

クへ対応できる

インターネットコミュニケーションツールに伴う人間関係のトラブルを理解し、解決す
ることができる

捏造・改ざん・盗用などのデータ分析における禁止事項を知り、適切にデータを利用
しているか、組織的な判断を指示できる

プライバシー・知的財産権・著作権の示すものや、その保護のための法律、諸外国に
おけるデータ規制等について知り、遵守するとともに、組織的に遵守することがで

きる

WiFi、無線LAN、VPN等について理解し、適切にネットワークへ接続でき、問題点が生じた際には専門の人材へ相談して解決の方針を判断できる

メール送受信やウイルス対策といった情報セキュリティに関する知識を習得し（e-learning等で着実に理解）、日々の業務で確実に実践できるとともに、
組織として対応を検討できる

データ、AI、機械学習の意図的な悪用（フェイクニュース、Botの悪用など）があり得ることを勘案し、技術に関する適切な知識と倫理を身につけた上で、組
織としてリスクへ対応できる

インターネットコミュニケーションツールに伴う人間関係のトラブルを理解し、解決することができる
捏造・改ざん・盗用などのデータ分析における禁止事項を知り、適切にデータを利用しているか、組織的な判断を指示できる

プライバシー・知的財産権・著作権の示すものや、その保護のための法律、諸外国におけるデータ規制等について知り、遵守するとともに、組織的に遵守することができる
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スキル習得サイト例 

 

主に DX 関連の知識・スキルの習得に役立つサイトの一例は以下のとおりです。 

このようなサイト等を活用して、効果的な知識・スキルの習得に取り組みましょう。 

 

＜幅広い DX スキルの習得に対応したサイト＞ 

サイト名 マナビ DX（デラックス） 

リンク先 
（トップページ）https://manabi-dx.ipa.go.jp/ 

（講座検索画面）https://manabi-dx.ipa.go.jp/search 

提供主体 独立行政法人情報処理推進機構（IPA） 

概要 

 デジタルスキルを身に付ける講座を全般的に紹介するポータルサイトです。 

 掲載されている講座は経済産業省の審査基準を満たしており、また、経済産

業省・IPA で定めた統一基準（デジタルスキル標準）に紐づいた、デジタル

スキルを学習する講座を紹介しています。 

 これまでデジタルスキルを学ぶ機会が無かった人にも、新たな学習を始める

きっかけを得ていただけるよう、誰でも、デジタルスキルを学ぶことのでき

る学習コンテンツを紹介しています。 

 全てのビジネスパーソンに必要な「デジタルリテラシー（デジタル技術を理

解して活用する能力）」から学ぶことができます。 

 さらに、基礎的な知識・スキルを身につけた人向けに、より実践的な講座も

掲載しています。 

主な 

対象スキル 

・デジタルリテラシー 

・デジタルスキル全般 

講座例 

・デジタルリテラシー講座 

・データ分析講座 

・ChatGPT 活用研修 

開催方式 オフライン講座及びオンライン講座 

受講料 
無料／一部有料 

※掲載している講座の中には、受講費用等の補助が受けられる講座もあります。 

講座検索 

項目 

・スキル標準別 

・講座レベル別 

・標準学習時間別 

・受講料の有無別 等 

 

 

 

 

 

附属資料３ 
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サイト名 日本リスキリングコンソーシアム 

リンク先 （トップページ）https://japan-reskilling-consortium.jp/ 

提供主体 日本リスキリングコンソーシアム 

概要 

 デジタルスキルを身に付ける講座を全般的に紹介するポータルサイトで、民

間大手 IT 企業が運営しており、広島県も後援団体として参画しています。 

 デジタルスキルを中心に、初級から上級までのレベルに合わせた 1,000 以上

のプログラムを紹介しています。 

 会員登録（無料）をすると、条件にあったトレーニングプログラムの検索・

申し込み・受講の記録ができます。 

 登録情報や受講履歴に基づいた、おすすめのトレーニングプログラムが表示

され、スキルアップの計画に活用できます。 

 また、希望者は、習得したスキルをもとに、就職支援サイトへのエントリー、

パートナー企業の採用情報の紹介や就職活動状況の記録にも活用できます。 

主な 

対象スキル 

・デジタルリテラシー 

・デジタルスキル全般 

講座例 

・IT リテラシートレーニング講座 

・ビジネス「統計学」基礎講座 

・データサイエンティスト基礎講座 

開催方式 オフライン講座及びオンライン講座 

受講料 無料／一部有料 

講座検索 

項目 

・講座レベル別 

・デジタル分野別 

・開催方式別 

・受講料の有無別 等 

 

 

＜その他 DX 関連スキル習得に役立つサイト＞ 

第四次産業革命スキル習得講座 一覧（経済産業省） 

 経済産業大臣が認定するデジタル技術関連の講座です。 

 クラウド、IoT、AI、データサイエンスに関する講座が豊富で、その他にもネットワーク、

セキュリティ、IT 利活用分野（自動車モデルベース開発分野、自動運転分野、生産システ

ム設計分野）などの講座を紹介しています。 

 リンク先：https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/reskillprograms/pdf/kouzaichiran.pdf 

 

データ・サイエンススクール データ・サイエンス講座（総務省統計局） 

 全て無料・オンラインで学べる、データサイエンス分野に特化した講座です。 

 「社会人のためのデータサイエンス入門」・「社会人のためのデータサイエンス演習」・「誰で

も使える統計オープンデータ」という 3 種類のデータサイエンス講座を紹介しています。 

 リンク先：https://www.stat.go.jp/dss/online_index.html 

 



◇リスキリングを支援する施策一覧（国の施策）

内容 ポイント 施策名 施策概要 実施主体 詳細はこちら
リスキリングの理解
促進に関する施策

政府広報オンライン
リスキリング

社員向けにリスキリングを始めている企業事例や、学べる場
（マナビDX、マナパス）の紹介

内閣府大臣官房政府
広報室

https://www.gov-
online.go.jp/pr/media/tv/miraino/m
ovie/20221208.html

リスキリング実践促
進に関する施策

リスキリングの方針決定 人材育成オンライン相談窓口 中小企業者・小規模事業者が抱える人材育成に関する悩み
（下記）について、人材育成の専門家に対し、無料・オンラ
インで相談できるサービス。
・どのような人材育成の方法があるのか
・OJT、Off-JT、eラーニングなど色々と聞くけれど、どれが
自社にふさわしいのか
・テレワーク中でも可能な人材育成方法があるのか、等

独立行政法人中小企
業基盤整備機構

https://www.smrj.go.jp/institute/co
nsulting/index.html

職業情報提供サイト「job tag（じょぶたぐ）」
（うち企業向け支援）

企業が社員に不足する能力を確認したり、タスクを整理した
りできる機能を提供する。

厚生労働省 https://shigoto.mhlw.go.jp/User/Us
eInCompanies

リスキリングの時間の確保 人材確保等支援助成金（テレワークコース） 良質なテレワークを制度として導入・実施することにより、
労働者の人材確保や雇用管理改善等の観点から効果をあげた
中小企業事業主が助成対象となる。

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/telework_zyosei_R3.
html

人材開発支援助成金
（教育訓練休暇等付与コース・人への投資促進
コース）

教育訓練のための有給休暇や時短勤務制度を導入し、労働者
が当該休暇を取得し、訓練を受けた場合に助成する。

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou
/kyufukin/d01-1.html

従業員のキャリア形成支援 キャリア形成・学び直し支援センター
（うち企業・団体向け支援）

企業・団体の方を対象に、従業員の学び・学び直しの支援を
含めた人材育成・人事評価を支援する。

厚生労働省 https://carigaku.mhlw.go.jp/corp/

キャリコンサーチ 企業がキャリアコンサルタントの支援を受けたい場合に、国
のキャリアコンサルタント名簿に登録している「キャリアコ
ンサルタント」を検索することができるシステム

厚生労働省 https://careerconsultant.mhlw.go.jp
/search/Matching/CareerSearchPag
e

知識・スキルの習得機会の提供 在職者向け職業訓練（能力開発セミナー） ものづくり企業の人材育成をサポートすることを目的に、在
職者の方を対象として、業務に必要な技術・技能・知識のレ
ベルアップを図るための短期間の職業訓練

独立行政法人高齢・
障害・求職者雇用支
援機構 広島支部 広
島職業能力開発促進
センター

https://www3.jeed.go.jp/hiroshima/
poly/zaishoku/index.html

人材開発支援助成金
（人材育成支援コース）

雇用する被保険者に対して、職務に関連した知識・技能を習
得させるための訓練、厚生労働大臣の認定を受けたＯＪＴ付
き訓練、非正規雇用労働者を対象とした正社員化を目指す訓
練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を
助成する。

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou
/kyufukin/d01-1.html

人材開発支援助成金
（人への投資促進コース）

デジタル人材・高度人材を育成する訓練、労働者が自発的に
行う訓練、定額制訓練（サブスクリプション型）等を実施し
た場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成す
る。

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou
/kyufukin/d01-1.html

人材開発支援助成金
（事業展開等リスキリング支援コース）

新規事業の立ち上げなどの事業展開等に伴い、新たな分野で
必要となる知識及び技能を習得させるための訓練を実施した
場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する。

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou
/kyufukin/d01-1.html

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース） 「在籍型出向」は自社にない実践での経験による新たなスキ
ルの習得が期待できる。労働者のスキルアップを在籍型出向
により行い、復帰した際の賃金を出向前と比較して５％以上
上昇させた事業主（出向元）に対して当該事業主が負担した
出向中の賃金の一部を助成する。

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/0000082805_00012.h
tml

教育訓練給付制度 厚生労働大臣が指定した教育訓練を受講し、修了した労働者
に対して教育訓練に要する費用の一部が支給される。給付金
の対象となる教育訓練は、下記の３種類がある。
・専門実践教育訓練（特に労働者の中⻑期的キャリア形成に
資する教育訓練が対象）
・特定一般教育訓練（特に労働者の速やかな再就職及び早期
のキャリア形成に資する教育訓練が対象）
・一般教育訓練（その他の雇用の安定・就職の促進に資する
教育訓練が対象）

厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzai
kaihatsu/kyouiku.html

その他関連施策 DX推進 IT導入補助金 中小企業・小規模事業者が、ITツール導入に活用できる補助
金。「通常枠（A・B類型）」「セキュリティ対策推進枠」
「デジタル化基盤導入枠（デジタル化基盤導入類型）」など
５種類の枠があり、それぞれ支給要件が異なる。

独立行政法人中小企
業基盤整備機構

https://www.it-hojo.jp/

ものづくり補助金＜デジタル枠＞ DX（デジタルトランスフォーメーション）に資する革新的な
製品・サービス開発又はデジタル技術を活用した生産プロセ
ス・サービス提供方法の改善による生産性向上に必要な設
備・システム投資等を支援する。

中小企業庁及び独立
行政法人中小企業基
盤整備機構

https://portal.monodukuri-hojo.jp/

デジタルスキル標準 デジタルスキル標準について、想定される活用場面は以下の
とおり。
（企業による活用場面）
・ 自社として、DXを通じて実現したい経営ビジョンを策定し
たい場合
・ DXを推進する人材の要件の明確化や、人材の確保・育成施
策を検討したい場合
（労働者による活用場面）
・ 数多く存在するDXに関する講座、教材、学習コンテンツ等
から、必要な知識やスキルの習得
に向け、自ら学ぶ内容を選択し、学びを体系的に設計しよう
とする場合

独立行政法人情報処
理推進機構

https://www.ipa.go.jp/jinzai/skill-
standard/dss/

中堅・中小企業等向け「デジタルガバナンス・
コード」実践の手引き

DXの推進に取り組む中堅・中小企業等の経営者や、これらの
企業を支援する機関が活用することを想定したDXの推進のた
めの「中堅・中小企業等向け『デジタルガバナンス・コー
ド』実践の手引き」

経済産業省 https://www.meti.go.jp/policy/it_pol
icy/investment/dx-
chushoguidebook/contents.html

人的資本経営 「人的資本経営」に関する講演・セミナー 「人への投資」の重要性が更に高まる中、「人的資本経営」
に向けて経営戦略と人材戦略をいかに連動させ、実務に落と
し込んでいくか、検討を主導した伊藤邦雄氏をはじめ、企業
経営層や投資家の方々を招いたオンラインセミナー

経済産業省 https://www.youtube.com/playlist?li
st=PLcRmz7bR5W3lQ3g8FBILVDY4
YFdbGVwKS

附属資料４



◇リスキリングを支援する施策一覧（広島県の施策）

内容 ポイント 施策名 施策概要 実施主体 詳細はこちら
リスキリングの理解
促進に関する施策

各種意識啓発イベント 経営者層や人事担当者等を主な対象として、リスキリングの
必要性等の理解促進に向けたイベントを開催する。

広島県商工労働局
産業人材課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/sos
hiki/72/reskilling-event.html

リスキリング実践促
進に関する施策

推進体制の整備，推進人材の
確保

リスキリング企業内推進人材育
成支援研修

企業内のリスキリング推進人材の育成を支援するため、リス
キリングを推進する企業の経営者及び責任者等に対して、リ
スキリングの取組ノウハウ等に関する研修を実施する。

広島県商工労働局
働き方改革推進・働く女性
応援課

※ ９月にHP作成予定

知識・スキルを習得する時間
の確保

テレワーク導入・定着支援専門
家派遣事業

テレワークの取組ノウハウ不足等により導入が進まない企業
や、コロナ禍における臨時的な実施にとどまっている企業に
対して、課題を解決し導入・定着を促進するため、専門家を
派遣し伴走支援を行う。

広島県商工労働局
働き方改革推進・働く女性
応援課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/sit
e/hint/05teleworkhaken.html

ITパスポート取得支援補助金 広島県内企業等が広島県内で勤務する従業員及び役員（ただ
し、大企業の役員を除く。）を対象にITパスポート試験の受
験を促し、対策講座を受講させる場合に、対策講座の受講及
び受験に必要な経費の一部について、試験合格者数に応じて
補助する。

広島県商工労働局
産業人材課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/sos
hiki/72/reskilling-
ipasshojokin.html#mokuteki

人材開発支援助成金活用支援 広島県内で勤務する従業員等を対象としたリスキリングを行
う際に、人材開発支援助成金を活用する場合の申請事務等を
社会保険労務士等に業務委託する事業に要する経費の一部を
補助する。

広島県商工労働局
産業人材課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/sos
hiki/72/reskilling-
jinkaikinhojokin.html#mokuteki

イノベーション人材等育成事業
補助金

本県産業の持続的発展に不可欠なイノベーションの原動力と
なる高度で多彩な産業人材の育成を図り、県内企業の新たな
分野や事業への展開や競争力強化を促進することを目的に、
県内に本社または本店を置く中小企業及び中堅企業が、社員
を国内外の大学・企業・研修機関等へ派遣する取組に要する
経費の一部を県が補助する。

広島県商工労働局
産業人材課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/sos
hiki/72/inno-koubo.html#02

みんなのDX研修 県内の企業、団体、官公庁にお勤めの方等を対象に、ＤＸの
考え方やＤＸに取り組むことによってどう変わっていくのか
学ぶことができる研修を実施する。

広島県総務局
DX推進チーム

その他関連施策 働きがい向上 働き方改革・女性活躍企業経営
者勉強会

有識者や取組企業の経営者等による講演・事例紹介及びトー
クセッションを通じて、働きがい向上・女性活躍推進の取組
の意義やノウハウについて分かりやすくお伝えする企業の経
営者，人事労務担当者向けのセミナーを開催する。

広島県商工労働局
働き方改革推進・働く女性
応援課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp
/site/hatarakigai/benkyoukai202
3.html

働きがい向上調査・認定制度利
用促進補助金

働きがい向上に積極的に取り組む県内企業に対し、県が指定
する⺠間調査機関であるGreat Place to Work® Institute
Japanが実施する働きがいの現状を調査・結果分析するサービ
ス及び認定・ランキング制度に参加する費用の一部を補助す
る。

広島県商工労働局
働き方改革推進・働く女性
応援課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/sit
e/hatarakigai/nintei-hojo.html

働きがい向上コンサルティング
利用促進補助金

働きがいの向上に取り組む意欲はあるものの具体的な取組ノ
ウハウが不足している企業に対し、あらかじめ県が登録した
⺠間専門機関のコンサルティングを受けて実施する取組に係
る経費の一部を補助する。

広島県商工労働局
働き方改革推進・働く女性
応援課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/sit
e/hatarakigai/consulting-hojo.html

全員活躍のための女性活躍推進
研修

女性活躍推進の３区分（制度づくり・効果的なマネジメン
ト・企業文化の醸成）や対象者（経営者層・管理職・従業
員）、取組ステージに応じた研修を開催する。

広島県商工労働局
働き方改革推進・働く女性
応援課

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/upl
oaded/attachment/534534.pdf

DX推進 広島県DX推進コミュニティ ＤＸに対する理解を深め、実践を促すために活動するコミュ
ニティ。広島県庁などが実施するDXに関する補助・助成等制
度や預託融資制度などの支援メニューの紹介ページ有。

広島県総務局
DX推進チーム

https://hiroshima-dx.jp/pages/65/

人的資本経営 人的資本経営導入支援事業 人的資本経営の導入を促進するため、企業に対する人的資本
経営の認知度向上・取組意欲喚起・導入支援を行う。

広島県商工労働局
雇用労働政策課

知識・スキルの習得機会の提
供


